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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (千円) 10,667,37811,719,69612,025,22711,759,98912,207,636

経常利益 (千円) 1,409,0011,581,2821,741,3751,337,9531,266,169

当期純利益 (千円) 697,332 918,8481,020,952759,105 672,416

純資産額 (千円) 9,778,99710,470,57011,411,37711,801,82112,047,628

総資産額 (千円) 11,756,59812,558,29213,809,38614,056,03014,202,104

１株当たり純資産額 (円) 935.70 907.73 981.27 919.70 936.05

１株当たり当期純利益 (円) 63.81 77.28 88.15 59.27 52.28

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 63.30 76.68 87.77 59.12 －

自己資本比率 (％) 83.2 83.4 82.6 84.0 84.8

自己資本利益率 (％) 7.4 9.1 9.3 6.5 5.6

株価収益率 (倍) 15.8 11.7 16.4 18.9 16.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 929,547 960,0281,255,832771,0371,104,068

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △196,268△ 248,939△ 508,539△ 678,231△1,282,031

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △153,981△ 171,270△ 185,981△ 300,813△287,668

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,459,1532,998,9713,560,2813,352,2742,886,643

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
516

〔209〕

538

〔222〕

582

〔189〕

650

〔192〕

655

〔169〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社は、平成16年７月20日付および平成18年９月１日付で１株につき1.1株の割合をもって株式分割を

行っております。

３　第71期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。

５　平均臨時雇用者数は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 (千円) 10,618,62411,694,23011,998,96011,734,11312,188,037

経常利益 (千円) 1,409,3831,575,3701,734,3511,343,9441,260,118

当期純利益 (千円) 698,096 913,2281,014,208765,386 669,936

資本金 (千円) 1,967,1211,985,4002,027,5222,038,9762,049,318

発行済株式総数 (株) 10,433,06511,539,62111,685,37112,897,46812,936,793

純資産額 (千円) 9,797,38610,483,33811,417,40111,814,12612,057,453

総資産額 (千円) 11,758,36012,554,28613,803,02614,054,23314,197,472

１株当たり純資産額 (円) 937.46 908.84 981.79 920.66 936.81

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

16.00

(6.75)

20.00

(8.00)

24.00

(10.00)

24.00

(12.00)

24.00　

(12.00)

１株当たり当期純利益 (円) 63.88 76.79 87.57 59.76 52.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 63.38 76.20 87.19 59.61 －

自己資本比率 (％) 83.3 83.5 82.7 84.1 84.9

自己資本利益率 (％) 7.4 9.0 9.3 6.6 5.6

株価収益率 (倍) 15.8 11.8 16.5 18.8 16.3

配当性向 (％) 25.0 26.0 27.4 40.2 46.1

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
513

〔207〕

533

〔220〕

575

〔187〕

639

〔188〕

651

〔167〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第67期の１株当たり配当額16円のうち２円50銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。

３　第68期の１株当たり配当額20円のうち４円00銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。

４　第69期の１株当たり配当額24円のうち４円00銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。

５　平成16年７月20日付および平成18年９月１日付で１株につき1.1株の割合をもって株式分割を行っておりま

す。

６　第71期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

７　従業員数は、就業人員数を表示しております。

８　平均臨時雇用者数は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。
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２ 【沿革】

昭和27年に、東京都港区芝新桜田町において、ディスクロージャー関連書類印刷を専門とする会社とし

て、現在の宝印刷株式会社の前身である株式会社宝商会の商号をもって創業いたしました。その後、産業界

の驚異的復興・発展に対応して、昭和35年４月に、東京都港区田村町において新たに宝印刷株式会社を設立

いたしました。

宝印刷株式会社設立以後の経緯は、次のとおりであります。

年月 概要

昭和35年４月 資本金500千円をもって東京都港区田村町六丁目13番地に宝印刷株式会社を設立

昭和36年５月 本店を東京都千代田区西神田二丁目９番地に移転

昭和38年４月 本店を東京都千代田区西神田三丁目８番10号(宮城会館)に移転

昭和39年２月 東京都豊島区高田に高南工場を新設

昭和42年８月

 

外郭団体として証券研究会を創設し、ディスクロージャー関連書類の事例収集と分析等の活動に

注力

昭和43年11月 本店を東京都豊島区高田三丁目23番９号に移転し、高南工場を廃止

昭和48年４月

 

外国営業部(現ディスクロージャー営業四部)を設置し、日本における外国企業ならびに海外にお

ける国内企業のディスクローズに対応

昭和48年４月

 

証券研究部を設置し、ディスクロージャー関連法規の研究ならびに記載事例の収集、分析等に一段

と注力

昭和59年３月

 

大阪証券取引所市場第二部特別指定銘柄制度(新二部市場)の開設に伴い、大阪市南区島之内一丁

目22番20号(大和ビル)に大阪営業所を新設

昭和61年７月 本店を東京都豊島区高田三丁目28番８号(現在地)に移転

昭和61年７月

 

大阪営業所を大阪支店に名称変更するとともに大阪市中央区上町一丁目24番17号(現大阪支店別

館工場)に移転

昭和63年５月

 

米国の印刷会社バウン・アンド・カンパニー・インクと協同業務契約を締結し、国際化に伴う業

務の迅速化、効率化をはかる。

昭和63年12月 社団法人日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成元年３月 名古屋市中区錦二丁目８番24号に名古屋営業所を新設(現在は名古屋市中区錦一丁目20番25号)

平成３年３月 作業の効率化をはかるため本社別館隣接の土地建物(東京都豊島区高田三丁目23番10号)を購入

平成３年７月

 

企業のIR(インベスター・リレーションズ)活動を積極的にサポートするため、IR営業部・IR事業

開発部を設置

平成３年11月

平成４年５月

 

大阪市中央区船越町一丁目６番６号に大阪支店を移転（現在は大阪市中央区瓦町三丁目6番5号）

ディスクロージャー関連情報の総合的なサービスの提供のため、ディスクロージャー情報セン

ター(D.I.C.)を開設

平成６年１月 一部賃借中であった本社の土地建物を購入し、本社の土地建物は全て自社所有物件となる。

平成６年11月 福岡市中央区天神三丁目４番８号に福岡営業所を新設

平成７年９月 札幌市中央区大通西十一丁目４番に札幌営業所を新設

平成８年４月 東京都北区浮間四丁目24番23号に浮間工場を新設

平成８年８月 広島市中区紙屋町一丁目１番20号に広島営業所を新設

平成９年９月 株式会社フィナンシャルメディア(現・連結子会社)を設立

平成10年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成12年６月 浮間工場ISO9002取得

平成12年８月 横浜市神奈川区鶴屋町三丁目32番16号に横浜営業所を新設（現在は横浜市西区北幸町一丁目11番

15号）

平成15年５月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定を受ける。

平成16年４月 ISO9001（品質）、ISO14001（環境）の両認証（適用範囲：全社）を同時取得

平成16年10月 WEB上でHTML編集を可能にした有価証券報告書等編集システム「Xエディター」を開発

平成16年12月 ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証（適用範囲：「Xシステム」）を取得

平成17年３月 プライバシーマーク（個人情報保護システム）の認証（適用範囲：全社）を取得

平成17年12月 ISMSの認証(適用範囲：「Xエディター」)を追加取得

平成18年12月

平成19年２月

平成19年４月

関連会社であった株式会社タスクを子会社化(非連結子会社)

ディスクロージャー・イノベーション株式会社(非連結子会社)を設立

証券研究会(昭和42年８月創設)を発展的に改組し、総合ディスクロージャー研究所として開設
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と子会社３社で構成され、金融商品取引法関連、会社法関連等の印刷物の製作販

売およびその他の事業を営んでおります。その主要製品は、ディスクロージャー関連書類の制作印刷物であ

り、それらに付帯する各種書類作成支援ツールの企画制作販売、コンサルティングおよびその他のサービス

等の提供を行っております。 

　子会社のうち連結対象となる株式会社フィナンシャルメディアは、個人投資家向けIRマガジン「ジャパ

ニーズインベスター」の発行・配布、各種IRイベント(説明会、IRフェアなど)の運営とコンサルティング、

企業のIR活動支援サービス、Web JIの運営・管理などを行っております。 

　また、ディスクロージャー・イノベーション株式会社はディスクロージャー関連ソフトウェアの開発を主

業務とし、株式会社タスクは、主に株式公開のコンサルティング、申請書類の作成支援などを行っておりま

す。 

　企業集団について事業系統図は次のとおりであります。 

　

　

(注１)　株式会社タスクは、重要性が乏しいために連結の範囲および持分法の適用範囲から除外しております。

(注２)　ディスクロージャー・イノベーション株式会社は、重要性が乏しいために連結の範囲および持分法の適用範

囲から除外しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)
株式会社
フィナンシャルメ
ディア

東京都豊島区 200,000「JI」の発行・配
布、イベント運営
とコンサルティン
グ、企業IR支援
サービス、Web JI
の運営・管理等

82.0主に当社が受注するIR関連制
作の企画・コンサルティング
及び当社に印刷物の印刷を委
託しております。
当社より資金の貸付けがあり
ます。
役員の兼任３名

(注) １　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社ではありません。

２　特定子会社に該当しません。

３　債務超過会社であり、債務超過額は9,095千円であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成20年５月31日現在)

区分 従業員数(名)

全社(共通) 　 655 〔169〕

　合計 　 655 〔169〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　当社および連結子会社の事業は、印刷業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、従業員数は製品区分別

に区分できないため全社共通としております。

３　従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であり

ます。

　

(2) 提出会社の状況

(平成20年５月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

651〔167〕 35.9 7.6 5,784

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であり

ます。

　

(3) 労働組合の状況

現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき

事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の回復を背景とする設備投資の増加などにより、景気

は前期に引き続き緩やかな拡大基調でスタートしましたが、昨年の夏以降の米国のサブプライムローン

問題に端を発した同国経済の減速懸念や国際的な金融資本市場の混乱、そして昨年末からの原油を始め

とした原材料価格の急騰の影響を受け、一段と不透明感が強まったものとなりました。

　こうした状況のもと、ディスクロージャー印刷に関係が深い株式市場も、前半は底堅く推移しましたも

のの、後半は米国経済の減速傾向が一段と強まったこと等を背景に、株価は大幅に下落しました。その影

響を受け、IPO（新規上場）や国内外ファイナンスが、前連結会計年度に比べ大幅に減少し、当社の取り扱

い製品である目論見書等の印刷物の売上も減少を余儀なくされました。

　このような外部環境の中、当社グループでは、ディスクロージャー関連法令の改正やIT技術の進化など

により、大きく変わる事業環境をビジネスチャンスとして捉え、「XBRL作成ツール」をいち早く開発する

など、財務諸表本表のXBRL化に効果的に対応できるシステムを始めとした各種支援サービスの提供から、

コンサルティングやセミナーの開催を通して各種情報の提供をするなど、お得意様のニーズをふまえた

サービスの向上と事業規模の拡大に努めるとともに、平成20年４月１日より開始される事業年度から適

用の四半期報告制度、内部統制報告制度ならびに法定開示書類のXBRL化に対して積極的な取組みを展開

いたしました。

　また、IR関連では、企業の取組みを個人投資家に直接説明する機会を提供する「個人投資家のための会

社説明会」の企画運営サービスを新たに開始するなどIR活動への提案・支援サービスの拡大・提供にも

力を入れてまいりました。

　このような当社グループにおける取組みの結果、当連結会計年度の連結売上高は12,207百万円（前期比

3.8％増)、連結経常利益は1,266百万円（前期比5.4％減)、連結当期純利益は672百万円（前期比11.4％

減）を計上いたしました。

　

売上高を製品区分別に説明いたしますと、次のとおりであります。 

・金融商品取引法関連製品

株式市場の影響からIPOやファイナンス案件が前連結会計年度に比べ少なく、目論見書等の印刷物が大

幅に減少しましたが、積極的に受注活動を行ったXBRL関連の売上増加により、売上高は5,005百万円

 (前期比4.5％増）となりました。

・会社法関連製品

株主総会招集通知が、会社法の施行に伴う需要（定款変更等）が一巡したことによりページ数が減少

したことや株券の受注減少の影響から、売上高は2,942百万円（前期比3.5％減）となりました。

・IR関連製品

積極的な受注活動の結果、ディスクロージャー誌や事業報告書等の受注が着実に増加したことにより、

売上高は3,328百万円（前期比13.5％増）となりました。

・その他製品

ファイナンス関連公告が減少した影響から、公告売上が減少し、売上高は931百万円（前期比5.9％減）

となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ465

百万円減少し、当連結会計年度末には、2,886百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(イ)　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は1,104百万円(前連結会計年度比43.2％増)となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益1,188百万円、減価償却費436百万円であり、支出の主

な内訳は、法人税等の支払額498百万円であります。

(ロ)　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は1,282百万円(前連結会計年度比89.0％増)となりました。

これは、主に投資有価証券の取得による支出551百万円、有形・無形固定資産の取得による支出707

百万円によるものであります。

(ハ)　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は287百万円(前連結会計年度比4.4％減)となりました。

これは、主に配当金の支払い307百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループにおいて、開示対象となる事業の種類別セグメントはありませんので製品区分別に記載し

ております。

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

金融商品取引法関連 5,005,395 ＋4.5

会社法関連 2,942,356 △3.5

ＩＲ関連 3,328,383 ＋13.5

その他 931,500 △5.9

合計 12,207,636 ＋3.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

金融商品取引法関連 5,065,319 ＋7.0 862,812 ＋7.5

会社法関連 2,928,578 △8.3 1,039,172 △1.3

ＩＲ関連 3,486,990 ＋13.7 1,174,162 ＋15.6

その他 928,225 △10.1 105,929 △3.0

合計 12,409,113 ＋3.2 3,182,076 ＋6.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

金融商品取引法関連 5,005,395 ＋4.5

会社法関連 2,942,356 △3.5

ＩＲ関連 3,328,383 ＋13.5

その他 931,500 △5.9

合計 12,207,636 ＋3.8

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　最近２連結会計年度において、総販売実績の10％以上を占める販売顧客に該当するものはありません。
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３ 【対処すべき課題】

(1)営業力の強化とCSR重視の経営

①　お得意様のニーズを的確に捉え、ディスクロージャーに関するコンサルティングサービス、電子化対

応サービス等のより一層の充実と企業IRをトータルサポートするサービスの強化を図り、営業体制の

強化に努めてまいります。

②　四半期報告制度、内部統制報告制度および法定開示書類のXBRL化への対応を万全にするため、システ

ムの開発やインフラの整備等を更に進め、ディスクロージャー事業の深化と拡大に向けての取組みを

加速してまいります。

③　お得意様にとっての「ディスクロージャー＆IRサービスのオンリーワン企業」を目指すとともに、当

社グループにおいても、前述の新たな開示制度の整備に対する体制を確立し、株主等各ステークホル

ダーに対する当社グループの信頼の確立と業績の向上に取り組む所存であります。

④　当社グループでは、ISOへの取組みを強化するなどCSR重視の経営を進めておりますが、コーポレート

・ガバナンス充実の一貫として会社法が求める内部統制システムの構築につきましても、さらにその

運用の充実を図ることが必要と判断いたしております。その取組みとして、経営の意思決定と業務執行

機能を分離し、それぞれの効率・迅速化を図り経営体制を強化するために、執行役員制度を導入いたし

ております。

(2)インサイダー取引の再発防止体制

当社では、従前から、当社で取り扱う企業情報につきましては、全てがインサイダー情報であるとの認

識のもと、それらの情報の厳格な管理に努めるとともに、全役職員から採用時を含め毎年「機密保持誓約

書」を提出させるなど、全役職員に対しコンプライアンスの意識の徹底とインサイダー取引を未然に防

止するための様々な取組みを行ってまいりました。しかしながら、ディスクロージャーに関わる専門会社

として決してあってはならないことでありますが、当社の元社員によるインサイダー取引事件が発生し、

投資家の皆様に多大なるご心配とご迷惑をお掛けいたしました。深くお詫び申しあげますとともに、この

事件を真摯に受け止め、早急に再発防止策を策定し着実に実践することが最重要課題との認識のもと、弁

護士ならびに外部のコンサルタントの助言を受けながら、インサイダー情報の管理体制の見直しを行い、

コンプライアンス意識の一層の徹底と情報管理体制の更なる強化など、信頼回復と再発防止に全力で努

めております。

(3)株式会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容

当社グループは、「ディスクロージャーのパイオニアとして、お得意様に感動していただける最善の

サービスを提供し、社業の発展に努め、情報化社会に貢献する」ことを社訓とし、金融商品取引法、会社

法等に基づく機密性または秘匿性のあるディスクロージャー書類専門の印刷等の業務を行い、おかげ

さまで、その高い専門性および信頼性について社会的評価をいただいております。特に、当社の業務は、

金融商品取引法、会社法等のディスクロージャーという重要な事項に関わるものであり、その意味で、

当社の社会的役割・使命もまた重要であり、この役割・使命を十分に果たすことを通じてのみ企業価

値の向上および株主の皆様の共同の利益の確保が実現されるものと考えております。このような当社

の社会的役割を十分に認識したうえで、当社は、機密性または秘匿性の保持・確保、中立性の維持等当

社の業務に特有の方針を徹底し、経営の効率性、透明性を向上させ、株主の皆様の立場に立って企業価

値を最大化することを目指しております。

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値および株主の皆様の共同の利

益を持続的かつ中長期的に向上させるためには、株主の皆様はもちろん、ディスクロージャー関連業務

をお任せいただくお得意様を中心に、取引先、従業員等のステーク・ホルダーとの適切な関係を維持、

発展させていくことが極めて重要であり、かつ、お得意様の信頼を確保することを前提に、これらのス

テーク・ホルダーの利益にも十分配慮した経営を行うことが必要であり、このような経営方針こそが

当社のディスクロージャーの分野における優位性を保つための基本であると考えております。
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従って、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値および株主の皆様の共同

の利益に及ぼす影響を適切に判断するためには、買付者の提案する事業計画の実現可能性・適法性、そ

れが当社の有形無形の経営資源、特に、ディスクロージャー関連業務を当社に任されるお得意様からの

信頼に与える影響を中心に、ステーク・ホルダーに与える種々の影響とそれが企業価値に及ぼす影響、

将来を見据え実施されている効果、当社グループの財務と業務の実情、その他当社の企業価値を構成す

る諸要因を十分に把握される必要があると考えます。

当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資す

るものであれば、これを一概に否定するものではありませんが、当社取締役会は、上記のような把握に

基づいて、当社の企業価値が毀損され、株主の皆様にとって不本意な形で不利益が生じる可能性がある

と判断されるような当社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務および事業の方針の

決定を支配する者として適当でないと考えます。

具体的には、大量買付行為のうち、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益を明白に侵害する

おそれのあるもの、強圧的二段階買付等、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、買付に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を当社に与えることなく行われるもの、

買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を株主の皆様に十分に提供することなく行われ

るもの、買付の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付の方法の適法性等）が当社の企業価値に

鑑み不十分または不適当であるもの等は、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に資さない

ものと判断いたします。

よって、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるか否かを株主の皆様が判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のため

に買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する

買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考えます。

② 具体的な取組み

イ　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループはこれまで進めてきた中期経営計画を引き続き継続するとともに、攻めの経営を断

行することにより持続的成長を実現させてまいります。

　当社は、株式公開を目指した昭和63年頃から組織的な運営を行うため、諸規程の整備、運用、文書化

の推進および内部監査を行い業務の改善に努めるとともに、利益計画を作成してまいりました。その

精度をさらに高めるため当社を取り巻く内部環境および外部環境の分析を基に、各ステーク・ホル

ダーにも配意した経営計画の必要性を感じ、平成10年に売上目標、ROE重視の利益目標、活動目標を骨

子とする中期経営計画「ビジョン2002」を策定、実施し、その後も、社会・環境・経済のトリプル・

ボトムラインを意識した目標を加え、平成19年５月までをその対象期間とする 「ビジョン2007」ま

で、３回の中期経営計画を策定し、当社のIR活動の一貫として発表しております。その実行計画とし

て各年度予算を策定し、全社的な目標を設定のうえ、各部門でその具体策をまとめ、社訓とともに、こ

れに則した経営を展開してまいりました。

　平成19年６月以降は、新たに以下の内容を骨子とする「ビジョン2010」を作成し、全社一丸となっ

て運用いたしており、更なる企業価値の向上と株主共同の利益の確保・向上に取組んでおります。
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＜「ビジョン2010」の骨子＞

１． サブタイトル

　　「ディスクロージャー＆IRサービスのオンリーワン企業を目指して」

２．基本コンセプト

　　「e-Disclosure　Solutions」

３．基本理念

　当社は、金融商品取引法や会社法、ならびにXBRLや新しいIT技術などにより、大きな変化が予想さ

れるディスクロージャー分野において、蓄積したディスクロージャー実務経験やIT技術を駆使し

て、この変化をビジネスチャンスとして対応し、CSR経営のもと、企業の社会的責任と調和した企業

価値の向上を目指す。

４． 主要目標

　平成22年５月期の売上目標150億円、営業利益目標20億円とする。

５． 経営戦略

　(1) 「総合ディスクロージャーサービス業」の「宝印刷ブランド」強化

　(2) IRブランドの確立、IR売上のさらなる拡大

　(3) IT開発力の強化

　(4) 高品質保証体制（品質、スピード、コスト）の一層の推進と製造コストの削減

　(5) CSR経営の展開

　詳しくは、当社ウェブサイト（http://www.takara-print.co.jp/）をご覧ください。

ロ　基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成19年７月17日開催の取締役会において、「当社株式の大量買付行為に関する対応策

（買収防衛策)」（以下、「本プラン」といいます。）の導入について決議し、発効いたしました。こ

の際、本プランの重要性に鑑み、平成19年８月23日開催の当社第70回定時株主総会に議案とさせてい

ただき、株主の皆様のご承認をいただきました。

　本プランは、仮に当社株式に対する買付その他これに類似する行為またはその提案（以下総称して

「買付」といいます。）が行われた場合、買付を行う者またはその提案者（以下総称して 「買付

者」といいます。）に対し、遵守すべき手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要

かつ十分な情報および時間ならびに買付者との交渉の機会の確保をしようとするものであります。

当社は、本プランにより、当社基本方針に照らして、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益

を明白に侵害するおそれのある買付者によって、当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止し、当社の企業価値が毀損され、株主の皆様にとって不本意な形で不利益が生じることを

未然に防止しようとするものであります。

　本プランは、買付者が当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上と

なる買付または当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合およ

びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付のいずれかにあたる買付（以

下「対象買付」といいます。）を行った場合に、新株予約権の無償割当て、または法令および当社定

款に照らして採用することが可能なその他の対抗措置（以下単に「その他の対抗措置」ということ

があります。）を行うか否かを検討いたします。

　当社取締役会は、対象買付がなされたときまたはなされる可能性がある場合、速やかに当社取締役

会から独立した特別委員会を設置いたします。この特別委員会は、当社取締役会から独立して本プラ

ンの発動および不発動に関し、審議・決定いたします。

　当社株式について買付が行われる場合、当社は、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、対象買

付を行う買付者には、買付の実行に先立って、当社取締役会に対して、買付者の買付内容の検討に必

要な情報を記載したうえ、買付者が買付に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等

を記載した書面（以下「買付説明書」といいます。）を提出していただきます。
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　その後、特別委員会は、買付者からの買付説明書および要求する情報、ならびに当社取締役会からの

意見・資料・情報等を受領し、買付者と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集、ならびに買付

者の買付内容と、当社取締役会が提示する代替案の検討および比較等を行います。

　特別委員会は、特別委員会の判断が当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に資するものと

なるように、当社の費用により、公認会計士、弁護士、コンサルタント、フィナンシャル・アドバイ

ザー等の専門家など、独立した第三者の助言を得ることができるものといたします。　

　また、特別委員会の判断の透明性を高めるため、同委員会は、買付説明書の概要、買付者の買付内容

に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から提示された代替案の概要その他特別委員会が適切

と判断する事項について、株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。

　当社は、買付者が本プランに定める手続を遵守しない場合、あるいは遵守した場合であっても買付

者による買付が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす恐れのある買付で

あるなど、新株予約権の無償割当てその他の対抗措置を行うことが相当と認められる場合、特別委員

会の勧告に基づき、当社取締役会が対抗措置の発動および不発動を決定いたします。

　この新株予約権は、当社取締役会が定める一定の日（以下「割当基準日」という。）における当社

の最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録をされた株主に対し、その所有する当社株

式（ただし、当社の有する自己株式を除く。）１株につき新株予約権１個の割合で、新株予約権を割

当ていたします。

　新株予約権の目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は１株であり、新株予約権の行

使に際して出資される財産は、金銭とし、金１円以上で時価の50％相当額以下の範囲内において、新

株予約権無償割当て決議において当社取締役会が決定する金額に対象株式数を乗じた価額といたし

ます。その際、一定の買付者等による権利行使が認められないという行使条件および当社が当該買付

者等以外の者から当社株式１株と引き換えに新株予約権１個を取得する旨の取得条項が付されてお

ります。

　本プランの有効期間は、平成19年７月17日の当社取締役会決議の日から、平成22年５月期の定時株

主総会の終結の時までの約３年間とします。ただし、本プランの有効期間の満了前であっても、取締

役会の決議によって本プランを廃止することができます。また、当社は、当社の企業価値および株主

の皆様の共同利益の維持・向上を図る観点から、当社取締役会の決議により、本プランの有効期間

中、定時株主総会で承認いただいた本プランの趣旨に反しない範囲内で、本プランの見直し等を行う

ことがあります。しかし、本プランの有効期間中であっても、見直し等の範囲を超える重要な変更が

必要になった場合は、当社株主総会において株主の皆様の過半数のご承認を得て本プランの廃止ま

たは変更を行うことがあります。

　本プランは、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主および投資家の皆様に直接的

な影響が生じることはありません。

　当社取締役会が本新株予約権無償割当ての決議において別途定める一定の日における株主の皆様

に対し、保有する株式１株につき１個の割合で本新株予約権が無償で割当てられます。株主の皆様

は、無償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となりますので、申込みの手続等は不要

です。

　そして、当社が、当社取締役会の決定により、新株予約権の行使条件のもと、新株予約権を行使する

ことができない買付者（以下「行使制限買付者」といいます。）以外の株主の皆様から本新株予約

権を取得し、それと引き換えに当社株式を交付する場合、行使制限買付者以外の株主の皆様は、本新

株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をすることなく、当社株式を受領することとなる

ため、保有する当社株式の希釈化は生じません。

　当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、当社は、法定の手続に従い、当社取締

役会が別途定める日をもって本新株予約権を取得し、これと引き換えに株主の皆様に当社株式を交

付いたします。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途ご自身が行使制限買付者でないこと等に

ついての表明書面等を当社所定の書式によりご提出いただく場合があります。
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③ 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　前記②イに記載した当社の「中期経営計画」およびそれに基づく様々な施策は、当社の企業価値・株

主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社

の基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、前記②ロに記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目

的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会におい

て株主の承認を得た上で導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定

されていること、業務執行を担当する取締役を監督する立場にある社外取締役、社外監査役または弁護

士・大学教授等の社外有識者から構成される特別委員会が設置されており、本プランの発動に際して

は必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、特別委員会は当社の費用で第三者専門

家の助言を得ることができるとされていること、有効期間を約３年間に限定している上、取締役会によ

り、何時でも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の

合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではありません。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は以下に記載

するとおりですが、当社グループでは、これらリスクの存在を認識した上で、当該リスクの発生に伴う影

響を極力回避するための努力を継続してまいります。

①　情報の管理

　　当社グループが取扱うお得意様のデータの中には、インサイダー取引規制に該当するものも含む開示

前機密データや個人情報があり、万一情報漏洩や情報流出が生じた場合は、当社グループの信用および

業績に影響を与える可能性があります。このため、当社グループにおいては、インサイダー取引管理規

程をはじめとする諸規程を制定し、機密保持に努めております。

　お得意様に対するサービス内容は、近年、有価証券報告書などの電子開示制度「EDINET」をはじめと

したディスクロージャーのIT化の流れを踏まえ、IT技術を有効に活用したものとなってきております。

そのため、当社は情報漏洩の事故防止の観点からお得意様の情報セキュリティーの確保を最重要課題

と位置づけ、より強固な管理体制の構築に努めております。

　しかしながら、当社元社員によるインサイダー取引事件に際し、投資家の皆様には多大なるご心配と

ご迷惑をおかけいたしましたことを、改めて深くお詫び申しあげますとともに、二度とこうした事態が

起きないよう、更なるコンプライアンスに対する意識の徹底とインサイダー情報の管理を厳重にし、全

社を挙げて再発防止に取り組んでおります。

②　ディスクロージャー関連法令等の改正による影響

　　ディスクロージャー関連の書類の多くは、会社法および金融商品取引法に基づいて作成されておりま

すが、近年は投資家保護の観点等から、より適切な開示内容が求められ、法律や関連する諸制度の改正

が頻繁に行われております。

　これらの改正により、当社が受注しているディスクロージャー関連の書類は、記載内容の変更等に伴

いページ数や必要部数の増減が生じるなど、当社の売上に影響を与えることがあります。また、法定開

示書類のXBRL化など、ディスクロージャーの開示手段および方法も度々変更されております。当社は、

このような改正の動向を一早く把握し、対応策を素早く講ずることができるよう、日頃よりディスク

ロージャー制度に関するあらゆる情報を収集し、社内組織として総合ディスクロージャー研究所を設

置するとともに従来からのセクションとの連携により対応しております。

③　株式市場からの影響

　　当社が専門領域としているディスクロージャー関連書類の作成につきましては、有価証券報告書や株

主総会の招集通知、事業報告書など継続・定期開示書類と、株式の新規上場時の申請書類やファイナン

スに関する書類などの不定期開示書類とがあります。このうち不定期開示書類の受注につきましては、

株式市場の影響を受け、当社の売上ならびに利益に大きな影響を与えることがあります。

　当社は、この影響を軽減するため、継続・定期開示書類を積極的に受注すべく営業活動を展開しお得

意様のニーズに的確に応えるサービスの提供に努めることにより、業績の安定を目指しております。

④　売上高の季節的変動

　　当社の売上高は、お得意様の決算期が３月に集中していることに伴い季節的変動があり、第１四半期

（６月～８月）の売上高が他の四半期に比べて高くなる傾向があります。

　さらに、第72期（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで）からは、金融商品取引法の四半期報

告制度の導入にともない、この傾向がより一層強くあらわれることが予想されます。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

協同業務契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

宝印刷株式会社
バウン・アンド・
カンパニー・インク
(米国)

当社とバウン・アンド・カン
パニー・インクが印刷物作成
に関する相互の業務協力を
謳ったものであります。

 

当初契約日　昭和63年５月18日
なお、一部内容を変更して平成11年１
月12日に再度契約を締結しておりま
す。
双方が契約の更新を望む時は、１年毎
に自動的に更新されます。
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６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）当連結会計年度の経営成績の分析

① 概要

当連結会計年度は、株式市場の影響からIPOやファイナンス案件が前連結会計年度に比べ減少したこ

とにより目論見書等の印刷物が大幅に減少しましたが、法定開示書類のXBRL化に伴う支援ツール等の

売上増加や、また、積極的な受注活動の結果、ディスクロージャー誌や事業報告書等のIR関連製品の売

上増加により、通期の売上高は前連結会計年度に対し3.8％の増収となりました。

② 売上高及び営業利益

売上高につきましては、「１　業績の概要(1)業績」と「２　生産、受注及び販売の状況」に記載のと

おりであります。

　売上原価は、前連結会計年度より295百万円増加し、6,926百万円となりましたが原価率はほぼ前年並

みの56.7％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より53百万円増加し、3,996百万円となりました。

　この結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ8.4％増加し、1,284百万円となりました。

③ 営業外損益及び経常利益

営業外損益は、前連結会計年度の＋152百万円(純額)から△18百万円(純額)となりました。これは、主

として、前連結会計年度は投資事業組合投資利益が96百万円、当連結会計年度は投資事業組合投資損失

が101百万円となったことによるものであります。

　この結果、経常利益は、前連結会計年度に対して5.4％減少の1,266百万円となりました。

④ 特別損益

特別損益は、前連結会計年度の＋19百万円(純額)から△77百万円(純額)となりました。これは、固定

資産除却損が43百万円増加したことや、投資有価証券評価損が32百万円増加したことなどによるもの

であります。

　この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に対して12.5％減少の1,188百万円となりまし

た。

⑤ 当期純利益

当期純利益は、672百万円となり、前連結会計年度に比べ、11.4％減少しました。

　1株当たり当期純利益は、前連結会計年度に比べ11.8％減少の52円28銭となりました。

　ROE(自己資本当期純利益率)は、0.9ポイント低下し、5.6％になりました。
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（２）財政状態の分析

　　　資産、負債及び純資産の状況

(イ)資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、4.8％減少し、5,748百万円となりました。これは、主とし

て現金及び預金が467百万円減少したことなどによります。（なお、現金及び預金の減少についての

詳しい内容につきましては、連結キャッシュ・フロー計算書をご参照ください。）

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、5.4％増加し、8,453百万円となりました。これは、主として

ソフトウェアが281百万円、投資有価証券が213百万円それぞれ増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％増加し、14,202百万円となりました。

(ロ)負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、1.6％減少し、2,073百万円となりました。これは、主とし

て買掛金が36百万円増加したものの、未払費用が35百万円減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて、45.1％減少し、80百万円となりました。これは、繰延税金負

債が43百万円、役員退職慰労引当金が23百万円それぞれ減少したことによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、4.4％減少し、2,154百万円となりました。

(ハ)純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、2.1％増加し、12,047百万円となりました。これは、主と

して利益剰余金が363百万円増加したことなどによります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は651百万円であります。その内訳は、有形固定資産

147百万円、無形固定資産504百万円であり、主なものは電子開示制度「EDINET」のXBRL導入に対し、「XBRL

作成ツール」の開発や有価証券報告書等の編集ツール「Xエディター」の開発等によるものであります。

　なお、設備の状況は製品区分別に区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。また、重要な

設備の除却または売却はありません。

　

　

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成20年５月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・工場
(東京都豊島区)

制作設備
販売その他設備

459,570199,470
1,379,100
(956.16)

50,9722,089,113
181
〔34〕

本社第１、第２分室
(東京都豊島区)

販売その他設備 1,461 389 － 18,32720,178
194
〔5〕

本社別館
(東京都豊島区)

制作設備 300,23056,011
824,265
(784.67)

5,4121,185,919
118
〔75〕

浮間工場
(東京都北区)

印刷設備 297,847264,461
830,468

(2,236.84)
　　　　

3,5691,396,347
71

〔41〕

大阪支店
(大阪市中央区)

制作設備
印刷設備
販売その他設備

25,25111,173
113,000
(155.66)

3,434152,859
61
〔9〕

名古屋営業所
(名古屋市中区)

販売その他設備 1,197 － － 1,574 2,771
11
〔1〕

横浜営業所
(横浜市西区)

販売その他設備 － － － 648 648
5

〔1〕

札幌営業所
(札幌市中央区)

販売その他設備 －　 － － 13 13
1

〔1〕

広島営業所
(広島市中区)

販売その他設備 114　 － － 349 463
4

〔0〕

福岡営業所
(福岡市中央区)

販売その他設備 － － － 114 114
5

〔0〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であり

ます。

　

(2) 国内子会社

(㈱ フィナンシャルメディア)

主要な設備等はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,936,79312,936,793
東京証券取引所
市場第一部

―

計 12,936,79312,936,793― ―

　

　

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

20/91



(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年７月20日(注1) 1,043 11,476 ― 1,967,121 ― 1,916,118

平成16年10月１日～
平成17年５月31日(注2)

63 11,539 18,2791,985,40018,2791,934,397

平成17年６月１日～
平成18年５月31日(注2)

145 11,685 42,1212,027,52242,1211,976,519

平成18年６月１日～ 
平成18年８月31日(注2)

8 11,694 2,5432,030,0652,5431,979,062

平成18年９月１日(注3) 1,169 12,863 ― 2,030,065 ― 1,979,062

平成18年９月１日～ 
平成19年５月31日(注2)

33 12,897 8,9102,038,9768,9101,987,972

平成19年６月１日～ 
平成20年５月31日(注2)

39 12,936 10,3422,049,31810,3421,998,315

(注) １　平成16年１月20日開催の取締役会の決議に基づき、平成16年５月31日現在の株主に対し、平成16年７月20日付

をもってその所有株式１株を1.1株に分割いたしました。

２　新株予約権の行使による増加であります。

３　平成18年７月４日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年８月31日現在の株主に対し、平成18年９月１日付

をもってその所有株式１株を1.1株に分割いたしました。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満株
式の状況
（株）
 

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 33 23 89 48 1 7,7947,988 ―

所有株式数
(単元)

― 27,723 514 9,13425,282 121 65,621128,39597,293

所有株式数
の割合(％)

― 21.59 0.40 7.11 19.69 0.09 51.12 100 ―

(注) １　自己株式66,041株は「個人その他」に660単元、「単元未満株式の状況」に41株含まれております。なお、期末

日現在の実質的な所有株式数は、66,041株であります。

２　上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ49単

元及び72株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク
（常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 Broadway New York,New York
10036,U.S.A
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号
恵比寿ガーデンプレイスタワー）

1,945 15.03

野　村　正　道 東京都中野区 1,732 13.39

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 562 4.34

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 476 3.68

資産管理サービス信託銀行株式
会社(年金信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

356 2.75

ノーザン トラスト カンパニー
(エイブイエフシー)アカウント 
ノン　トリーティー
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店)

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON
E14 5NT UK.
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

300 2.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 256 1.98

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 169 1.31

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 169 1.31

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 168 1.30

計 ― 6,137 47.44

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

 資産管理サービス信託銀行株式会社　　　　　  356千株

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　256千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　169千株

２　次の法人から、当期中に大量保有の状況に関する変更報告書の提出があり(報告義務発生日　平成20年２月14

日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所

有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

リバティ・スクェア・アセット
・マネジメント・エル・ピー
(Liberty Square Asset 
Management,L.P.)

Corporation Trust Center,1209 Orange 
 Street,County of Newcastle, Wilmington,
Delaware 19801,U.S.A

2,200 17.01

３　次の法人から、当期中に大量保有の状況に関する変更報告書の提出があり(報告義務発生日　平成20年２月８

日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所

有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

モンドリアン・インベストメン
ト・パートナーズ・リミテッド
(Modrian Investment
 Partners Limited)

英国 EC2V 7JD ロンドン市、
グレシャム・ストリート10、５階
(5th Floor,10 Gresham Street,London,
EC2V 7JD,U.K.)

606 4.69
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

66,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,773,500
127,735 ―

単元未満株式
普通株式

97,293
― ―

発行済株式総数 12,936,793― ―

総株主の議決権 ― 127,735 ―

(注) 　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,900株(議決権49個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成20年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
宝印刷株式会社

東京都豊島区高田
３―28―８

66,000 ― 66,000 0.51

計 ― 66,000 ― 66,000 0.51

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年７月３日)での決議状況
(取得期間平成20年８月１日～平成21年１月31日)

500,000 500,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100 100

(注)　　当期間における取得自己株式には、平成20年８月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式は含めてお

りません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

　当事業年度における取得自己株式 950 998

　当期間における取得自己株式 237 214

(注)　　当期間における取得自己株式には、平成20年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求） 120 102 ― ―

保有自己株式数 66,041 ― 66,278 ―

(注)　　当期間における保有自己株式数には、平成20年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り
及び買増請求による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

　当社は、株主への長期的な利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行なうことを基本とし

つつ、企業体質の強化および今後の事業展開を勘案した上で業績に対応した配当を行なうこととしており

ます。

　このような方針に基づき、当期の配当につきましては、１株当たり24円(うち中間配当12円)といたしまし

た。

　この結果、当期の連結ベースの配当性向は45.9％、自己資本当期純利益率は5.6％、純資産配当率は2.6％と

なりました。

　内部留保金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行なうことができる旨を定款に定めており、剰

余金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当は取

締役会、期末配当は株主総会であります。

　(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成20年１月10日
取締役会決議

154,450 12.00

平成20年８月21日
定時株主総会決議

154,449 12.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高(円)
1,295

1,087　　　　　 1,625
1,490

1,183
※1,020 ※1,386　　　　　　

最低(円)
725

　855 898
1,211

596
※990 ※1,059

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
12月

平成20年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 1,026 960 876 991 1,004 909

最低(円) 921 596 751 808 832 771

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役 ― 堆　　　誠一郎 昭和28年12月17日生

昭和61年１月 当社入社

(注３) 22

昭和63年９月 製造本部技術開発部長兼総務部企

画課長

平成元年５月 社長室長

平成３年７月 総合企画部長

平成３年８月 取締役総合企画部長

平成８年10月 取締役経理部長

平成９年８月 常務取締役経理部長

平成９年10月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長

平成11年７月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長兼総務部長

平成12年４月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長

平成13年２月 常務取締役管理本部長

平成14年８月 代表取締役社長(現)

取締役

常務執行役員

営業業務部長

情報企画担当

嶋　田　　　博 昭和26年７月28日生

昭和49年４月 当社入社

〃 10

昭和63年９月 組版部長

平成７年８月 取締役組版部長

平成７年10月 取締役制作部長

平成10年８月 常務取締役営業本部副本部長兼

ディスクロージャー営業一部長

平成12年８月 常務取締役営業本部副本部長

平成13年８月 常務取締役営業本部長

平成15年９月 常務取締役営業本部長兼ディスク

ロージャー営業二部長

平成18年８月 取締役常務執行役員営業業務担当

平成19年８月 取締役常務執行役員営業業務部長

兼情報企画担当(現)

取締役
常務執行役員

公開開発担当
谷　合　孝　昭 昭和22年４月13日生

平成４年10月 東京証券取引所上場部上場審査室

長

〃 6

平成11年６月 東京証券取引所派生商品部長

平成13年11月 当社入社理事営業本部副本部長

平成14年８月 常務取締役営業本部副本部長

平成18年８月 取締役常務執行役員公開開発担当

(現)

取締役
常務執行役員

営業企画部長
青　木　孝　次 昭和28年６月17日生

昭和53年４月 当社入社

〃 25

平成５年４月 大阪支店長

平成11年９月 営業企画部長

平成12年８月 取締役制作部長

平成17年８月 常務取締役制作部長

平成18年８月 取締役常務執行役員営業企画部長

(現)

取締役

常務執行役員

ディスクロー

ジャー研究三部

長

CSR担当

田　村　義　則 昭和32年１月６日生

昭和55年４月 社団法人日本証券業協会入所

〃 6

平成11年９月 太田昭和監査法人(現新日本有限

責任監査法人)入所

公開業務推進部長

平成12年６月 日本ファースト証券株式会社取締

役

平成13年７月 当社入社顧問

平成13年８月 公開支援室長

平成13年11月 理事公開支援室長

平成16年８月 取締役公開支援室長

平成18年８月 取締役常務執行役員ディスクロー

ジャー研究三部長

平成20年３月 当社取締役常務執行役員ディスク

ロージャー研究三部長兼CSR担当

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 ― 関　　　　要 昭和10年１月30日生

昭和33年４月 大蔵省(現財務省)入省

〃 －

昭和62年６月 大蔵省(現財務省)印刷局長

昭和63年６月 社団法人日本証券業協会常務理事

平成４年３月 日本証券業協会専務理事

平成５年５月 日本証券業協会副会長兼専務理事

平成13年１月 財団法人日本証券経済研究所理事

長

平成17年８月 当社取締役（現）

取締役 ― 清　水　寿　二 昭和25年９月14日生

昭和49年４月 東京証券取引所入所

〃 －

平成14年６月 株式会社東京証券取引所執行役員

平成14年６月 株式会社日本証券クリアリング機

構取締役

平成15年６月 日本証券決済株式会社代表取締役

社長

平成18年６月 株式会社東京証券取引所常務執行

役員

平成19年８月 株式会社東京証券取引所グループ

常務執行役

平成20年８月 当社取締役(現)

監査役
(常勤)

― 山　仁　喜代志 昭和19年６月１日生

平成５年６月 東京証券取引所上場部上場管理室

課長

(注4) 6

平成９年３月 当社入社ディスクロージャー研究

本部理事

平成９年10月 理事ディスクロージャー制度調査

部長

平成11年10月 理事監査部長

平成12年８月 常勤監査役(現)

監査役
(常勤)

― 堀　　　二　郎 昭和20年９月24日生

平成５年10月 株式会社富士銀行神谷町支店長

〃
 

7

平成８年11月 当社へ出向

公開開発部部長

平成９年10月 営業企画部長

平成10年９月 経理部長

平成11年４月 当社入社経理部長

平成12年８月 取締役経理部長

平成14年８月 取締役管理本部長兼経理部長

平成18年８月 取締役執行役員経理部長

平成19年８月 常勤監査役就任(現)

監査役 ― 大　西　　　裕 昭和31年５月９日生
平成元年４月 弁護士(現)

〃 －
平成６年８月 当社監査役(現)

監査役 ― 山　上　大　介 昭和21年11月24日生

昭和50年11月 等松・青木監査法人(現監査法人

トーマツ)東京事務所入所

〃
 －

昭和56年９月 公認会計士登録(現)

昭和59年11月 トゥウシュ・ロス会計事務所(ト

ロント市、等松・青木監査法人提

携先)へ派遣

昭和63年３月 等松・青木監査法人ニューヨーク

事務所勤務(平成５年８月帰国、東

京事務所勤務)

平成２年７月 監査法人トーマツ社員登録

平成12年８月 山上公認会計士事務所開設(現)

平成13年３月 株式会社小田原エンジニアリング

監査役(現)

平成13年６月 日本特殊塗料株式会社監査役(現)

平成15年８月 当社監査役(現)

計 85

　

　

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

27/91



　 (注) １　取締役関　要および取締役清水寿二は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役大西　裕および監査役山上大介は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３　取締役の任期は、平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成19年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年５月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

中藤　力 昭和28年11月28日 昭和55年４月 弁護士登録（現） (注) －

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

６　当社では、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの効率・迅速化を図り経営体制を強化するため

に、平成18年８月24日から執行役員制度を導入しております。なお、取締役を兼務している執行役員以外の執

行役員は次のとおり20名であります。

職名 氏名

常務執行役員ＩＲ企画室長 近藤　一仁

常務執行役員大阪支店長 森本　和克

執行役員総合企画部長 小谷　隆司

執行役員総務人事部長 加島　英一

執行役員経理部長 若松　宏明

執行役員ディスクロージャー研究一部長 阿部　宏己

執行役員ディスクロージャー研究二部長 平松　有恒

執行役員営業開発部長 田中　洋一

執行役員ディスクロージャー営業推進部長 今井　哲男

執行役員ディスクロージャー営業一部長 篠原　正雄

執行役員ディスクロージャー営業二部長 秋山美樹男

執行役員ディスクロージャー営業三部長 小林　　元

執行役員ディスクロージャー営業四部長 佐野　寿彦

執行役員大阪ＩＰＯ担当 北野　　忍

執行役員公開開発部長 吉原　直輔

執行役員ＩＲ推進部長 大津　克彦

執行役員印刷部浮間工場長 福島由紀夫

執行役員生産管理部長 小野　忠朝

執行役員制作部長 橋本　孝一

執行役員総合ディスクロージャー研究所
事務局長

小西　千秋
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　　　当社は、「ディスクロージャーのパイオニアとして、お得意様に感動していただける最善のサービスを提

供し、社業の発展に努め、情報化社会に貢献する」ことを社訓とし、株主の皆様やお得意様をはじめ、取

引先、地域社会、社員等の各ステークホルダーに対する企業価値向上を経営上の基本方針としておりま

す。その実現のために、平成18年４月には倫理・コンプライアンス規程、危機管理規程および内部通報

規程を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、リ

スク管理体制の強化にも取組むなど、内部統制システムの整備・改善を図り、コーポレート・ガバナン

スの更なる充実に努めております。

　　　　その取組みのひとつとして、当社は平成18年８月24日以降、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を

分離し、経営および業務執行のスピードアップを図ることを目的に執行役員制度を導入いたしました。

　また、平成19年２月には、会社法および金融商品取引法上の内部統制システムの整備・改善を充全に

行うため、社長直轄のＣＳＲ室と監査部を統合し名称をＣＳＲ部に改め、人員の増強を進めました。

　なお、ＣＳＲ部は、コンプライアンス強化機能を明確にさせるとともに、コンプライアンス体制の強化

および運用を迅速に行うため、平成20年３月に取締役常務執行役員田村義則をＣＳＲ部担当役員とし

て選任しております。

今後、株主・投資家の皆様へは、情報開示のため社内体制の一層の整備に努め、財務報告をはじめ各種

情報の迅速かつ正確な情報開示を念頭に、経営の透明性を高めてまいります。

　　　　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　　　① 当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は、提出日現在下記の通りであります。

　

※常務会は平成20年９月１日付で「経営会議」と名称を変更いたします。
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　　　 ②  業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項

・取締役会は、当社の規模等に鑑み機動性を重視し、提出日現在社外取締役２名を含む７名の体

制をとっております。取締役会は原則月２回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会

を開催し、法令で定められた事項や、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の

状況を監督しております。

　　　　　　・当社は、取締役会への付議事項の事前審議および取締役会の決定した基本方針に基づき、その業務執

行方針・計画・重要な業務の実施等に関する協議機関として取締役常務執行役員以上をメン

バーとする常務会を、原則月２回開催しております。

　　　　　　・取締役候補者は、代表取締役が選定し、取締役会での承認を得た後、株主総会の決議により、取締役に

選定しております。

　　　　　　・執行役員は、取締役社長が指名し、取締役会での承認を得て選任しております。

執行役員は、取締役会からの権限委譲により業務執行を行います。

　　　　　　・取締役および監査役の報酬（賞与含む）につきましては、株主総会の決議により、取締役全員および

監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を決定しており、この点で株主の皆様の監視

が働く仕組みとなっております。各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が

当社の定める一定の基準に基づき決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定して

おります。また、取締役および監査役への退職慰労金は、株主総会の決議に基づき、当社の定め

る一定の基準に従い相当の範囲内において贈呈しております。

・監査役会は常勤監査役２名、社外監査役２名、計４名体制をとっております。各監査役は監査

役会が定めた監査役監査基準、監査計画および職務分担に基づき、業務執行の適法性について

監査しております。社外監査役２名は弁護士および公認会計士であり、専門的見地から監査を

行っております。

・代表取締役社長は、監査役４名と定期的に会合し、コンプライアンス面や内部統制の整備状況

などについて意見交換を行っております。

・会計監査人には、和泉監査法人を選任し、正確な経営情報を迅速に提供するなど公正不偏な立

場から監査が実施される環境を整備しております。

・内部監査部門として、CSR部を設置し、４名の体制で、会社法および金融商品取引法上の内部統

制システムの整備・改善および業務の遂行が、各種法令や、当社の各種規程類および経営計画

などに準拠して実施されているか、効果的、効率的に行われているかなどについて調査・

チェックし、指導・改善に向けた内部監査を行っております。

・監査役会、CSR部および会計監査人は必要に応じ相互に情報および意見の交換を行うなど連携

を強め、監査の質的向上を図っております。

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人および継続関与年数は、次のと

おりです。

(所属する監査法人名)　　　　(公認会計士の氏名)　　　　　　　(継続関与年数)

和泉監査法人　　　　　代表社員　業務執行社員　川尻　慶夫　　　　10年

和泉監査法人　　　　　　　　　　業務執行社員　芦澤　卓弥　　　　１年

　なお、川尻慶夫氏における、平成16年４月１日より適用されている公認会計士法第34条の11の

３に定める業務執行社員のローテーション制度の実質起算日たる平成14年６月１日からの当

事業年度を含めた継続関与年数は、６年であります。

また、上記の他に監査業務に関わる補助者として公認会計士１名がおります。

・顧問弁護士からは、法律上の判断を必要とする場合、適時に助言・指導を受けております。

　

　　　③ 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要

　　　　　社外取締役および社外監査役については、当社との取引関係その他の利害関係はありません。
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　　　④ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

イ．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、株主の皆様やお得意様をはじめ、取引先、地域社会、社員等の各ステーク・ホルダーに

対する企業価値向上を経営上の基本方針とし、その実現のため、平成18年４月には「倫理・コン

プライアンス規程」を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの

徹底を図るとともに、リスク管理体制の強化にも取組み、平成18年12月には金融商品取引法に対

応するための計画を取りまとめるなど、内部統制システムの充実に努めております。

　とりわけ、お得意様の法令等に基づく機密性または秘匿性のあるディスクロージャー書類の印

刷等を業務の根幹とする当社にあっては、インサイダー情報の管理体制の構築および社員教育

の徹底は、重要な経営課題であり、更なる整備を図っております。

　今後、株主・投資家の皆様へは、情報開示のための社内体制の一層の整備を図り、財務報告をは

じめ各種情報の迅速かつ正確な情報開示を実践し、経営の透明性を高めるよう努めております。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(イ)　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程およびそれに関する各管理

マニュアルに従い適切に保存および管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規

程等の見直し等を行うものとしております。

(ロ)　取締役の職務の執行に係る情報・文書につきましては稟議制度を電子化し、そのデータベー

ス化を図り、当該各文書等の存否および保存状況を素早く検索・閲覧できる体制を構築し、適

切な情報の保存および管理を行うものとしております。

(ハ)　(イ)および(ロ)に係る事務は、当該担当執行役員が所管し、(イ)の検証および見直しの経過、

(ロ)のデータベースの運用および管理について、定期的に取締役会に報告するものとしており

ます。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(イ)　当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに従いリスク管理に

係る「危機管理規程」を平成18年４月に制定し、代表取締役社長の下にリスク管理体制を構築

いたしました。

(ロ)　リスク管理部門として総務人事部がリスク管理活動を統括し、規程の整備と検証・見直しを

図ります。

(ハ)　さらに、当社は、内部監査を実施するCSR部を設置しており、CSR部は、定期的に業務監査実施

項目および実施方法を検討し、監査実施項目が適切であるかどうかを確認し、必要が有れば、監

査方法の改訂を行っております。

(ニ)　CSR部の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が

発見された場合には、発見された危険の内容およびそれがもたらす損失の程度等について直ち

に取締役会および担当部署に通報し、改善する体制を構築しております。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

(イ)　事業運営については、経営環境の変化を踏まえ中期経営計画を策定し、その実行計画として

各年度予算を策定し、全社的な目標に基づく具体策を各部門で立案し、実行しております。ま

た、CSRの理念を重視した経営体制を整備するため、平成18年８月24日に設置した「CSR室」を

平成19年２月１日付で監査部と統合したうえでCSR部とし、人員の拡充を図り、会社法および金

融商品取引法上の内部統制システムの監査を含めたCSR経営推進のための体制を整備しまし

た。また、平成18年11月に金融商品取引法上の内部統制体制を整備するため「内部統制整備推

進プロジェクト」を組成し、その対応にあたっております。

(ロ)　当社は、変化の激しい経営環境に対し機敏な対応を図るため、平成18年８月24日から執行役

員制度を導入しました。これは、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの機能を高

め、経営および業務執行のスピードアップを図る体制を構築しております。現任の取締役７名

のうち代表取締役社長および社外取締役を除く４名は、執行役員を兼務しております。なお、執

行役員会は毎月１回開催しております。
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(ハ)　当社は、定例の取締役会を原則月２回開催し、重要事項の決定および各取締役の業務執行状

況の監督等を行うとともに、業務執行上の責任を明確にするため、取締役の任期を１年と定め

ております。

(ニ)　取締役会への付議議案につきましては、取締役会規則により定められている付議基準に則り

提出され、取締役会における審議が十分行われるよう付議される議題に関する資料につきまし

ては事前に全役員に配布され、各取締役が取締役会に先立ち十分な準備ができる体制をとるも

のとしております。

(ホ)　日常の職務執行に際しては、基本組織規程等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任

者が効率的に業務を遂行できる体制をとるものとしております。

ホ．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(イ)　従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、代表取締役社長のもと、平成18年４月に取締役

会は、「倫理・コンプライアンス規程」を制定・施行し、「反社会的勢力および団体への対

処」の項目を含む10項目の行動規範を定め、それを遵守するとともに、従業員が法令・定款等

に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築するため、「内部通報

規程」を制定・施行いたしました。

(ロ)　担当役員は、「倫理・コンプライアンス規程」に従い、担当部署にコンプライアンス責任者

その他必要な人員配置を行い、かつ、コンプライアンス・マニュアルの実施状況を管理・監督

し、従業員に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて従業員に対し、内部通報規程のさら

なる周知徹底を図ります。なお、平成19年７月１日には、社内通報窓口に加え、第三者機関（外

部のコンサルティング会社）による内部通報窓口「宝リスクホットライン」を設置いたしま

した。

ヘ．当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(イ)　当社グループの業務の適正につきましては、関係会社管理規程に従い管理し、業務執行の状

況について、CSR部、総務人事部、経理部等の各担当部が当社規程に準じて評価および監査を

行っております。

(ロ)　当社グループ間の取引については、一般的な取引条件を勘案し、取締役の稟議決裁により決

定しております。

(ハ)　CSR部、総務人事部、経理部等の各担当部は、子会社および関係会社に損失の危険が発生し、各

担当部がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度および当

社に及ぼす影響等について、当社の取締役会および担当部署に報告する体制を確保し、これを

推進いたします。

(ニ)　本年５月末日現在においては、当社には親会社はございません。

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項

　監査役会がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従業員を配置するも

のとし、配置にあたっての具体的な内容（組織、人数、その他）につきましては、監査役会と相談

し、その意見を十分考慮して検討いたします。

 なお、本年５月末日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき従業員を置くこと

について求めておりません。

チ．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

(イ)　監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動については、監査役会の同意を必要といたし

ます。

(ロ)　監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行にかかわる役職を兼務せず監査役の指

揮命令下で職務を遂行し、その評価については監査役の意見を聴取するものといたします。
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リ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(イ)　取締役および従業員は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報

告および情報提供を行っております。

(ロ)　(イ)の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりであります。

　・当社の内部統制システムの構築に関わる部門の活動状況

　・当社の子会社および関係会社の監査役および内部監査部門の活動状況

　・当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更

　・業績および業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容

　・内部通報制度の運用および通報の内容

　・監査役から要求された契約書類、社内稟議書および会議議事録の回付

ヌ．その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

(イ)　取締役は、法令に基づく事項のほか、監査役が求める事項を適宜、監査役へ報告することとし

ております。

(ロ)　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す

る件を含め、当社の監査体制と内部統制システムの体制との調整を図り、もって当社の監査体

制の実効性を高めるため、代表取締役社長を責任者として、総務人事担当役員、経理担当役員、

CSR担当役員および各監査役をメンバーとする監査体制検討会を開催いたします。

(ハ)　同検討会のメンバーは、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重することとし

ております。

(ニ)　監査役会、CSR部および会計監査人は必要に応じ相互に情報および意見の交換を行うなど連

携を強め、監査の質的向上を図っております。

(ホ)　代表取締役社長は、監査役４名と定期的に会合し、コンプライアンス面や内部統制の整備状

況などについて意見交換を行っております

(ヘ)　代表取締役社長は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過およびそ

の結果を監査役に報告することとしています。

ル．反社会的勢力排除に向けた体制整備

(イ)　当社は、反社会的勢力への対抗姿勢として、公共の信頼を維持し、業務の適切性・健全性を維

持するために、10項目の当社取締役ならびに従業員が遵守すべき行動規範を含む「倫理・コン

プライアンス規程」を平成18年４月の取締役会で制定・施行し、この行動規範の取締役ならび

に従業員への徹底により、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体との関係

を遮断・排除することとしております。

(ロ)　反社会的勢力に対する対応につきましては、総務人事部長が不当要求防止責任者としてその

責務を負い、その統括する部署を総務人事部とし、社内関係部門および当社が加盟している特

殊暴力防止対策協議会などの外部専門機関との協力体制を整備しております。

(ハ)　取締役および従業員は、反社会的勢力に対して常に注意を払うとともに、不当要求など何ら

かの関係を有してしまったときの対応については「危機管理規程」において不法勢力リスク

として認識し、統括部署を中心に外部専門機関と連携して速やかに関係を解消する体制を確立

しております。
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(3) 役員報酬の内容

　　　　当社が当事業年度に取締役及び監査役に支払った報酬等は次の通りであります。

　　　　　　取締役　11名　155,353千円

　　監査役　４名　 34,569千円

　　（うち、社外役員４名　14,310千円）

(注) １  上記の報酬等の額には、当事業年度に係わる役員賞与引当金の繰入額22,110千円及び役員退職慰労引当金の

繰入額11,145千円を含んでおります。

２　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。

３　上記の取締役および監査役の支給人員には、平成19年８月23日開催の第70回定時株主総会終結の時をもって退

任された取締役３名、監査役１名を含んでおります。

４　取締役の報酬限度額は、平成18年８月24日開催の第69回定時株主総会において年額180百万円以内(うち、社外

取締役分は15百万円以内。使用人分給与は含まない。)と決議いただいております。

５　監査役の報酬限度額は、平成18年８月24日開催の第69回定時株主総会において年額40百万円以内と決議いただ

いております。

　

(4) 監査報酬の内容

　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬15,800千円

　　　上記以外の報酬はありません。

　

(5) 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

①自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的

に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

②中間配当

当社は、取締役会の決議により、会社法第454条第５項の規定による中間配当をすることができる

旨、定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元をおこなうことを目的とするもので

あります。

(6) 取締役の定数 

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

(7) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨定款に定めております。

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使するすることができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定

めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

(9) 当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）

当社は、平成19年７月17日開催の取締役会において、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、

または向上させることを目的として、当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の具体的

内容およびその導入について決議し、発効いたしました。

　なお、当社は本対応策の重要性に鑑み、平成19年８月23日開催の定時株主総会の議案として上程し、株主

の皆様のご承認を得ることができました。

　本対応策の詳細につきましては、当社ホームページ（http://www.takara-print.co.jp/）「投資家の皆

様へ」 ⇒ 「その他」のうちの「買収防衛策の導入について」に記載しておりますので、ご参照願いま

す。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)及び前事業年度(平成18年６月１

日から平成19年５月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年６

月１日から平成20年５月31日まで)及び当事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、和泉監査

法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 3,025,233 2,558,212

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 1,724,514 1,930,078

　３　有価証券 331,540 332,930

　４　たな卸資産 832,835 832,876

　５　繰延税金資産 56,716 44,464

　６　その他 69,562 53,851

　　　貸倒引当金 △2,913 △3,844

　　　流動資産合計 6,037,48943.0 5,748,56940.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 2,991,204 3,010,145

　　　　減価償却累計額 △1,803,5641,187,639 △1,874,8201,135,324

　　(2) 機械装置及び運搬具 2,052,993 2,056,572

　　　　減価償却累計額 △1,461,506591,487 △1,525,065531,507

　　(3) 土地 3,170,483 3,170,483

　　(4) その他 355,080 364,717

　　　　減価償却累計額 △267,65687,424 △280,57884,138

　　　有形固定資産合計 5,037,03535.8 4,921,45434.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 504,574 786,515

　　(2) その他 44,461 41,586

　　　無形固定資産合計 549,0353.9 828,1025.8

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※１ 2,090,326 2,303,540

　　(2) 繰延税金資産 ― 36,381

　　(3) 前払年金費用 161,503 182,194

　　(4) その他 184,308 193,216

　　　　貸倒引当金 △3,668 △11,355

　　　投資その他の資産合計 2,432,47017.3 2,703,97719.0

　　　固定資産合計 8,018,54157.0 8,453,53459.5

　　　資産合計 14,056,030100.0 14,202,104100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※２ 607,236 644,220

　２　短期借入金 100,000 100,000

　３　未払法人税等 227,860 218,110

　４　未払費用 944,147 908,372

　５　役員賞与引当金 27,480 22,110

　６　その他 200,663 181,063

　　　流動負債合計 2,107,38815.0 2,073,87614.6

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 43,987 ―

　２　退職給付引当金 8,284 9,093

　３　役員退職慰労引当金 94,548 71,430

　４　その他 ― 75

　　　固定負債合計 146,8201.0 80,5990.6

　　　負債合計 2,254,20916.0 2,154,47515.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,038,976 2,049,318

　２　資本剰余金 1,988,604 1,998,964

　３　利益剰余金 7,628,095 7,992,074

　４　自己株式 △55,780 △56,676

　　　株主資本合計 11,599,89582.5 11,983,68084.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 201,926 63,947

　　　評価・換算差額等合計 201,9261.5 63,9470.4

　　　純資産合計 11,801,82184.0 12,047,62884.8

　　　負債純資産合計 14,056,030100.0 14,202,104100.0
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② 【連結損益計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
  至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
  至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 11,759,989100.0 12,207,636100.0

Ⅱ　売上原価 6,630,85256.4 6,926,40956.7

　　　売上総利益 5,129,13643.6 5,281,22743.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　販売促進費 205,754 219,880

　２　荷造運賃 288,904 247,290

　３　役員報酬 139,680 116,652

　４　給与手当 1,903,158 2,042,596

　５　役員賞与引当金繰入額 27,480 22,110

　６　退職給付引当金繰入額 78,640 52,405

　７　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

41,240 11,145

　８　福利厚生費 373,027 399,669

　９　修繕維持費 31,626 53,207

　10　租税公課 48,189 48,107

　11　減価償却費 78,046 84,240

　12　賃借料 129,467 140,283

　13　その他 598,0953,943,31033.5 558,7213,996,31132.8

　　　営業利益 1,185,82510.1 1,284,91510.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4,637 8,361

　２　受取配当金 10,875 13,367

　３　受取受講料 18,658 37,857

　４　投資事業組合投資利益 96,351 ―

　５　その他 31,090161,6121.4 29,401 88,9860.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 4,227 2,640

　２　株式交付費 4,704 394

　３　投資事業組合投資損失 ― 101,530

　４　その他 553 9,4840.1 3,167 107,7330.8

　　　経常利益 1,337,95311.4 1,266,16910.4
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　 前連結会計年度
(自　平成18年６月１日 
 至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日 
 至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 42,133 23,412

　２　役員生命保険収入 1,135 1,137

　３　貸倒引当金戻入額 1,526 44,7960.4 ― 24,5500.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※１ 3,490 100

　２　固定資産除却損 ※２ 14,202 57,374

　３　投資有価証券評価損 4,337 36,713

　４　貸倒引当金繰入額 ― 8,275

　５　その他の投資評価損 3,005 25,0360.2 ― 102,4630.9

　　　税金等調整前当期純利益 1,357,71211.6 1,188,2569.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

571,384 489,294

　　　法人税等調整額 27,222598,6075.1 26,545515,8394.2

　　　当期純利益 759,1056.5 672,4165.5
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

　 前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年５月31日残高(千円) 2,027,5221,976,9557,185,416△ 51,38411,138,509272,867272,86711,411,377

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 11,453 11,453 22,907 22,907

　剰余金の配当 △ 316,427 △ 316,427 △ 316,427

　当期純利益 759,105 759,105 759,105

　自己株式の取得 △ 4,932△ 4,932 △ 4,932

　自己株式の処分 195 535 731 731

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
△ 70,941△ 70,941△ 70,941

連結会計年度中の変動額合計

(千円)
11,453 11,649442,678△ 4,396461,385△ 70,941△ 70,941390,444

平成19年５月31日残高(千円) 2,038,9761,988,6047,628,095△ 55,78011,599,895201,926201,92611,801,821

　

　 当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年５月31日残高(千円) 2,038,9761,988,6047,628,095△ 55,78011,599,895201,926201,92611,801,821

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 10,342 10,342 20,684 20,684

　剰余金の配当 △ 308,437 △ 308,437 △ 308,437

　当期純利益 672,416 672,416 672,416

　自己株式の取得 △ 998 △ 998 △ 998

　自己株式の処分 17 102 119 119

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
△ 137,978△ 137,978△ 137,978

連結会計年度中の変動額合計

(千円)
10,342 10,359363,979△ 895 383,785△ 137,978△ 137,978245,806

平成20年５月31日残高(千円) 2,049,3181,998,9647,992,074△ 56,67611,983,680 63,947 63,94712,047,628
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日 
 至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日 
 至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 1,357,712 1,188,256

　　　減価償却費 342,084 436,153

　　　引当金の減少額 △ 90,281 △ 19,062

　　　受取利息及び受取配当金 △ 15,512 △ 21,728

　　　支払利息 4,227 2,640

　　　固定資産除却損 14,202 57,374

　　　売上債権の増減額（△は増加） 26,444 △ 213,250

　　　たな卸資産の増加額 △ 69,214 △ 41

　　　仕入債務の増加額 3,112 36,984

　　　投資事業組合投資損益（△は利益） △ 96,351 101,530

　　　その他 52,838 14,346

　　　　小計 1,529,263 1,583,202

　　　利息及び配当金の受取額 15,511 21,726

　　　利息の支払額 △ 4,227 △ 2,640

　　　法人税等の支払額 △ 769,510 △ 498,218

　　　　　　営業活動による
　　　　　　キャッシュ・フロー

771,037 1,104,068

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 148,464 △ 205,283

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 332,509 △ 502,581

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 154,499 △ 551,712

　　　投資有価証券の売却による収入 61,947 45,840

　　　投資事業組合への出資による支出 △ 238,836 △ 150,611

　　　投資事業組合からの分配による収入 256,592 92,345

　　　非連結子会社への出資による支出 △ 121,000 ―

　　　その他 △ 1,461 △ 10,027

　　　　　　投資活動による
　　　　　　キャッシュ・フロー

△ 678,231 △ 1,282,031

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　株式の発行による収入 22,907 20,684

　　　配当金の支払額 △ 314,816 △ 307,080

　　　自己株式の取得による支出 △ 4,396 △ 998

　　　その他 △ 4,508 △ 274

　　　　　　財務活動による
　　　　　　キャッシュ・フロー

△ 300,813 △ 287,668

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額 △ 208,007 △ 465,631

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 3,560,281 3,352,274

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,352,274 2,886,643
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　１社

　会社の名称

　株式会社フィナンシャルメディア

(2)非連結子会社名

ディスクロージャー・イノベー

ション株式会社

　　株式会社タスク

　ディスクロージャー・イノベー

ション株式会社については、当連

結会計年度において新たに設立

したことにより、また、株式会社

タスクについては株式を追加取

得したことによりそれぞれ当連

結会計年度より子会社となりま

した。

(1)連結子会社の数　１社

　会社の名称

　株式会社フィナンシャルメディア

(2)非連結子会社名

ディスクロージャー・イノベー

ション株式会社

　　株式会社タスク

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

 

２　持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社数

　持分法適用の非連結子会社及び

関連会社はありません。

同左

 

 

(2)持分法を適用しない非連結子会社
ディスクロージャー・イノベー
ション株式会社
株式会社タスク
 (持分法を適用しない理由)
　持分法非適用会社は、当期純損
益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外しており
ます。

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

　連結子会社の事業年度の末日と連結

決算日は一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

 
①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの　　　

　　　決算期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

　　時価のないもの　　　
　　　移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への
出資（証券取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、持分相
当額を純額で取り込む方法によっ
ております。

 
①　有価証券

　その他有価証券　

　　時価のあるもの

　　　同左

 

 

 

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への
出資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定
される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法に
よっております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

②　たな卸資産
　イ　原材料
　　　移動平均法による原価法
　ロ　仕掛品
　　　個別法による原価法
　ハ　貯蔵品
　　　最終仕入原価法

②　たな卸資産
　イ　原材料
　　　同左
　ロ　仕掛品
　　　同左
　ハ　貯蔵品
　　　同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

①　有形固定資産

　　法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　建物（建物附属設備は除く）

イ　平成10年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法

ロ　平成10年４月１日から平成19年

３月31日までに取得したもの

旧定額法

ハ　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定額法
 
　建物以外

イ　平成19年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定率法
 
　主な耐用年数

建物及び構築物　　　15～50年
機械装置及び運搬具　　　10年

①　有形固定資産

　法人税法に規定する方法と同一の

基準による定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準による定額法によってお

ります。

 

　主な耐用年数
建物及び構築物　　　15～50年
機械装置及び運搬具　　　10年
 

（追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。 

②　無形固定資産

　イ　ソフトウェア(自社利用分)

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法

②　無形固定資産

　イ　ソフトウェア(自社利用分)

　　　同左

 

　　ロ　その他

法人税法に規定する方法と同一の基

準による定額法

　　ロ　その他

　　　同左

　(3) 重要な繰延資産の処理

方法

　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理してお
ります。

（繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い）
　当連結会計年度から、「繰延資産の
会計処理に関する当面の取扱い」
(企業会計基準委員会平成18年８月
11日　実務対応報告第19号)を適用し
ております。
　従来の新株発行費は、当連結会計年
度より株式交付費として表示してお
ります。

　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理してお
ります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

　(4) 重要な引当金の計上基

準

 

①　貸倒引当金

　　売上債権その他これに準ずる債権の

貸倒れによる損失に備えるため計上

しております。

　イ　一般債権

　貸倒実績率法によっております。

　ロ　貸倒懸念債権等

　財務内容評価法によっておりま

す。

①　貸倒引当金

同左

②　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しており

ます。

②　役員賞与引当金

同左

 

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき当連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　なお、提出会社については当連結会計

年度末において、年金資産見込額が退

職給付債務見込額を超過しているた

め、超過額を前払年金費用に計上して

おります。

　また、数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

③　退職給付引当金

同左

 

④　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えて内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。なお、連結子会社においては、役

員退職慰労金の内規を定めていないた

め計上しておりません。

④　役員退職慰労引当金

同左

 

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

　(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜き方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日政令第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。 

　これに伴う損益への影響は軽微であります。 

 

―――――――

 

　

　

次へ

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

45/91



注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。      

　投資有価証券(株式) 131,000千円

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

　投資有価証券(株式) 131,000千円

※２　担保に供している資産及び担保付債務

　　(1) 担保に供している資産

　現金及び預金 4,500千円

　　(2) 上記に対応する債務

　買掛金 17,168千円

※２　担保に供している資産及び担保付債務

　　(1) 担保に供している資産

　現金及び預金 4,500千円

　　(2) 上記に対応する債務

　買掛金 13,867千円

※３　　　　　　　　――――― ※３　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。

　受取手形 8,577千円

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

※１　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 3,308千円

その他（工具器具及び備品） 181千円

計 3,490千円

※１　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 100千円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,015千円

機械装置及び運搬具 11,237千円

その他(工具器具及び備品) 1,949千円

計 14,202千円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,267千円

機械装置及び運搬具 17,683千円

ソフトウェア 35,816千円

その他(工具器具及び備品) 2,606千円

計 57,374千円

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

46/91



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

　普通株式(注)１ 11,685,371 1,212,097 ― 12,897,468

合計 11,685,371 1,212,097 ― 12,897,468

自己株式

　普通株式(注)２ 56,191 9,650 630 65,211

合計 56,191 9,650 630 65,211

(注）１．普通株式の発行済株式総数の増加1,212,097株は、平成18年９月１日付の株式分割による増加1,169,417株お

よび新株予約権の権利行使による増加42,680株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加9,650株は、平成18年９月１日付の株式分割による増加5,638株および単

元未満株式の買取による増加4,012株であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少630株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年８月24日
定時株主総会

普通株式 162,808 14.00平成18年５月31日平成18年８月25日

平成19年１月10日
取締役会

普通株式 153,618 12.00平成18年11月30日平成19年２月15日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年８月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 153,987 12.00平成19年５月31日平成19年８月24日
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当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

　普通株式(注)１ 12,897,468 39,325 － 12,936,793

合計 12,897,468 39,325 － 12,936,793

自己株式

　普通株式(注)２ 65,211 950 120 66,041

合計 65,211 950 120 66,041

(注）１．普通株式の発行済株式総数の増加39,325株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加950株は、単元未満株式の買取による増加であります。

普通株式の自己株式の減少120株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年８月23日
定時株主総会

普通株式 153,987 12.00平成19年５月31日平成19年８月24日

平成20年１月10日
取締役会

普通株式 154,450 12.00平成19年11月30日平成20年２月15日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年８月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 154,449 12.00平成20年５月31日平成20年８月22日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　　(平成19年５月31日現在)

現金及び預金勘定 3,025,233千円

預入期間が３ヵ月以上の定期預金 △4,500千円

有価証券勘定のうち
マネー・マネジメント・ファンド

331,540千円

現金及び現金同等物 3,352,274千円

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　　(平成20年５月31日現在)

現金及び預金勘定 2,558,212千円

預入期間が３ヵ月以上の定期預金 △4,500千円

有価証券勘定のうち
マネー・マネジメント・ファンド

332,930千円

現金及び現金同等物 2,886,643千円
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

その他 
(工具器具
及び備品)

合計

取得価額
相当額

4,370千円25,032千円36,384千円65,786千円

減価償却
累計額
相当額

2,589千円9,152千円26,816千円38,558千円

期末残高
相当額

1,780千円15,879千円9,568千円27,228千円

 

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

その他 
(工具器具
及び備品)

合計

取得価額
相当額

4,370千円25,032千円9,048千円38,451千円

減価償却
累計額
相当額

3,075千円13,433千円5,079千円21,588千円

期末残高
相当額

1,294千円11,598千円3,969千円16,863千円

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,466千円

１年超過 17,578千円

合計 29,044千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,296千円

１年超過 11,281千円

合計 17,578千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 13,498千円

減価償却費相当額 11,564千円

支払利息相当額 1,503千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 12,287千円

減価償却費相当額 10,365千円

支払利息相当額 821千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 1,148千円

合計 2,871千円
 

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 2,744千円

１年超 5,852千円

合計 8,596千円
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(有価証券関係)

　前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　①　株式 182,053 435,369 253,315

　②　その他 70,693 112,233 41,540

小計 252,747 547,603 294,856

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　　　株式 185,040 179,525 △ 5,514

小計 185,040 179,525 △ 5,514

合計 437,787 727,128 289,341

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時
価のあるものについて1,995千円減損処理を行っております。
　なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合には
全て減損処理を行い、30％以上50％未満に下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と
認められた額について減損処理を行っております。

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

61,947 42,133 ―

　
３　時価評価されていない有価証券
　　その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

　①　非上場株式 143,172 

　②　マネー・マネジメント・ファンド 331,540 

　③　投資事業有限責任組合への出資 1,084,024 

　④　社債 5,000 

合計 1,563,738 

(注)　上記③の中には、投資事業有限責任組合が計上しているその他有価証券の評価差額51,117千円が含まれておりま
す。

　
４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　
　

区分 １年以内(千円)
１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超(千円)

①　債券

　　　社債 ― ― 5,000 ―

②　その他 ― 40,627 ― ―

合計 ― 40,627 5,000 ―
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　当連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　①　株式 318,187 446,779 128,591

　②　その他 26,262 33,526 7,263

小計 344,450 480,305 135,855

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　①　株式 533,608 489,608 △ 43,999

　②　その他 29,078 24,249 △ 4,829

小計 562,686 513,858 △ 48,828

合計 907,136 994,163 87,027

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時
価のあるものについて36,713千円減損処理を行っております。
　なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合には
全て減損処理を行い、30％以上50％未満に下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と
認められた額について減損処理を行っております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

45,840 23,412 ―

　
３　時価評価されていない有価証券
　　その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

　①　非上場株式 167,972 

　②　マネー・マネジメント・ファンド 332,930 

　③　投資事業有限責任組合への出資 1,005,403 

　④　社債 5,000 

合計 1,511,307 

(注)　上記③の中には、投資事業有限責任組合が計上しているその他有価証券の評価差額20,792千円が含まれておりま
す。

　
４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

区分 １年以内(千円)
１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超(千円)

①　債券

　　　社債 ― ― 5,000 ―

②　その他 ― 23,234 ― ―

合計 ― 23,234 5,000 ―
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年６月

１日　至　平成20年５月31日)

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

(東京印刷工業厚生年金基金　総合設立型)を採用し

ており、連結子会社は退職一時金制度を採用してお

ります。

なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針

33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年

金資産残高のうち当社の掛金拠出割合(給与総額)に

基づく期末の年金資産残高は、4,806,714千円であり

ます。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

(東京印刷工業厚生年金基金　総合設立型)を採用し

ており、連結子会社は退職一時金制度を採用してお

ります。

　また、要拠出額を退職給付費用として処理している

複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31

日）

　年金資産の額 149,918,422千円

　年金財政計算上の給付債務の額 170,158,677千円

　差引額 △20,240,255千円

(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自

平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

2.93％

(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高27,777,852千円であります。本制

度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利

均等償却です。

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △1,491,649千円

②　年金資産 1,753,695千円

③　未認識数理計算上の差異 △108,826千円

　合計(①＋②＋③) 153,219千円

④　前払年金費用 161,503千円

⑤　退職給付引当金 △8,284千円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △1,641,108千円

②　年金資産 1,695,402千円

③　未認識数理計算上の差異 118,807千円

　合計(①＋②＋③) 173,100千円

④　前払年金費用 182,194千円

⑤　退職給付引当金 △9,093千円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 118,677千円

②　利息費用 27,590千円

③　期待運用収益 △29,831千円

④　数理計算上の差異の費用処理額 40,871千円

⑤　総合設立型厚生年金基金掛金 150,701千円

⑥　退職給付費用 308,009千円

 

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 126,996千円

②　利息費用 29,667千円

③　期待運用収益 △35,074千円

④　数理計算上の差異の費用処理額 △12,553千円

⑤　総合設立型厚生年金基金掛金 146,438千円

⑥　退職給付費用 255,475千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 ５年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 ５年

（追加情報）
当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」
の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成
19年５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等）

　　前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 9名

当社従業員 155名

当社子会社取締役 2名

当社子会社従業員 2名

株式の種類及び付与数 普通株式　　　　　　356,950株

付与日 平成14年10月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成16年10月１日～平成19年９月30日

（注）　上記に記載されたストック・オプション数は、平成18年９月１日付株式分割（株式１株につき1.1株）による分

割後の株式数に換算して記載しております。

　
　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　（単位：株）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利確定前

　期首 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後

　期首 92,400

　権利確定 ―

　分割による増加（注） 8,360

　権利行使 42,680

　失効 ―

　未行使残 58,080

（注）　平成18年７月４日開催の取締役会決議により、平成18年９月１日をもって、普通株式１株を1.1株に分割いたし

ました。これに伴い新株予約権等の目的となる株式の数が増加しております。

　
　　②単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利行使価格 526

行使時平均株価 1,210

付与日における公正な評価単価 ―

（注）　上記に記載された権利行使価格は、平成18年９月１日付株式分割（株式１株につき1.1株）により権利行使価格

の調整を行っております。
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　　当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 9名

当社従業員 155名

当社子会社取締役 2名

当社子会社従業員 2名

株式の種類及び付与数 普通株式　　　　　　356,950株

付与日 平成14年10月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成16年10月１日～平成19年９月30日

　

　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　（単位：株）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利確定前

　期首 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後

　期首 58,080

　権利確定 ―

　権利行使 39,325

　失効 18,755

　未行使残 ―

　

　　②単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利行使価格 526

行使時平均株価 1,125

付与日における公正な評価単価 ―
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

繰延税金資産

　役員退職慰労引当金 38,471千円 29,064千円

　連結子会社繰越欠損金 16,997千円 14,658千円

　未払事業税 21,187千円 19,864千円

　投資有価証券評価損　　　　　 80,379千円 98,541千円

　その他の投資評価損 11,941千円 7,091千円

　その他 81,842千円 65,614千円

　繰延税金資産小計 250,820千円 234,835千円

　評価性引当額 △20,517千円 △19,835千円

繰延税金資産合計 230,302千円 214,999千円

繰延税金負債

　前払年金費用 △65,715千円 △74,134千円

　未払労働保険料 △13,155千円 △14,779千円

　特別償却準備金 △169千円 △60千円

　その他有価証券評価差額金 △138,532千円 △45,178千円

繰延税金負債合計 △217,573千円 △134,153千円

繰延税金資産又は負債の純額 12,729千円 80,845千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
　

前連結会計年度
(平成19年５月31日)

当連結会計年度
(平成20年５月31日)

法定実効税率 40.69％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.24％

　受取配当金等永久に益金に算入されない
　項目

△0.18％

　住民税均等割 0.95％

　その他 1.39％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.09％

法定実効税率 40.69％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.20％

　受取配当金等永久に益金に算入されない
　項目

△0.27％

　住民税均等割 1.09％

　その他 0.70％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.41％

　
　

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年６月

１日　至　平成20年５月31日)

当社及び連結子会社の事業は、ディスクロージャー関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業で

あります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年６月

１日　至　平成20年５月31日)

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年６月

１日　至　平成20年５月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年６月

１日　至　平成20年５月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１株当たり純資産額 919円70銭 936円05銭

１株当たり当期純利益 59円27銭 52円28銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
59円12銭 ―

　当社は、平成18年９月１日付で株式

１株につき1.1株の株式分割を行っ

ております。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における

前連結会計年度の１株当たり情報の

各数値はそれぞれ以下のとおりであ

ります。

１株当たり純資産額 892円06銭

１株当たり当期純利益 80円14銭

潜在株式調整後
79円79銭

１株当たり当期純利益
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。
 

　
(注)　算定上の基礎

　　１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

(平成19年５月31日)

当連結会計年度末

(平成20年５月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額(千円)
11,801,821 12,047,628

普通株式に係る純資産額(千円) 11,801,821 12,047,628

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 12,897,468 12,936,793

普通株式の自己株式数(株) 65,211 66,041

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(株)
12,832,257 12,870,752

　
　　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

連結損益計算書上の当期純利益
(千円)

759,105 672,416

普通株式に係る当期純利益(千円) 759,105 672,416

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 12,806,941 12,861,686

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数（株）
（新株予約権）

 
 
 

32,168

 
 
 

―
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（重要な後発事象）

　

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

―――――――
 

 

 

 
 

(自己株式の取得)
　当社は、平成20年７月３日開催の取締役会において、会
社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される
同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項
を決議いたしました。
 
１．自己株式の取得を行う理由
　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行で
きるようにするため、自己株式の取得を行うものであり
ます。

 
２．取得の内容

(1)取得する株式の種類普通株式

(2)取得する株式の総数500,000株(上限)

(3)株式取得価額の総額500,000千円(上限)

(4)自己株式取得の期間平成20年８月１日から

平成21年1月30日まで
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100,000 100,000 1.12 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 100,000 100,000 1.12 ―

(注)　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年５月31日)

当事業年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 3,009,624 2,542,766

　２　受取手形 ※２ 85,718 70,886

　３　売掛金 1,628,703 1,851,817

　４　有価証券 331,540 332,930

　５　原材料 15,399 12,442

　６　仕掛品 791,566 790,478

　７　貯蔵品 25,124 29,300

　８　繰延税金資産 56,717 44,464

　９　その他 69,395 53,765

　　　貸倒引当金 △2,914 △3,845

　　　流動資産合計 6,010,87742.8 5,725,00740.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 2,952,050 2,972,192

　　　　減価償却累計額 △1,770,5511,181,498 △1,841,9781,130,213

　　(2) 構築物 39,153 37,952

　　　　減価償却累計額 △33,012 6,140 △32,841 5,111

　　(3) 機械及び装置 2,042,703 2,050,282

　　　　減価償却累計額 △1,451,730590,973 △1,519,027531,255

　　(4) 車両及び運搬具 10,290 6,290

　　　　減価償却累計額 △9,775 514 △6,038 251

　　(5) 工具器具及び備品 355,572 365,208

　　　　減価償却累計額 △266,70288,869 △280,72784,481

　　(6) 土地 3,170,483 3,170,483

　　　有形固定資産合計 5,038,48035.8 4,921,79734.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 503,928 786,088

　　(2) 電話加入権 11,511 11,511

　　(3) その他 32,440 29,566

　　　無形固定資産合計 547,8803.9 827,1655.8
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前事業年度

(平成19年５月31日)
当事業年度

(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,959,326 2,172,540

　　(2) 関係会社株式 295,000 295,000

　　(3) 長期貸付金 3,289 2,559

　　(4) 関係会社長期貸付金 25,000 20,000

　　(5) 破産更生債権等 3,668 8,074

　　(6) 長期前払費用 23,955 13,172

　　(7) 繰延税金資産 ― 36,381

　  (8) 施設利用会員権 25,861 25,361

　　(9) 生命保険掛金 30,698 41,573

　 (10) 差入保証金 96,360 98,720

　 (11) 前払年金費用 161,503 182,194

　　　　貸倒引当金 △3,668 △8,074

　　　　投資損失引当金 △164,000 △164,000

　　　投資その他の資産合計 2,456,99517.5 2,723,50219.2

　　　固定資産合計 8,043,35657.2 8,472,46559.7

　　　資産合計 14,054,233100.0 14,197,472100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※１ 605,261 642,883

　２　短期借入金 100,000 100,000

　３　未払金 94,738 35,039

　４　未払費用 941,821 906,255

　５　未払法人税等 227,300 217,500

　６　未払消費税等 38,155 63,121

　７　預り金 47,197 58,742

　８　役員賞与引当金 27,480 22,110

　９　その他 19,617 22,861

　　　流動負債合計 2,101,57014.9 2,068,51414.6

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 43,987 ―

　２　役員退職慰労引当金 94,548 71,430

　３　その他 ― 75

　　　固定負債合計 138,5361.0 71,5050.5

　　　負債合計 2,240,10715.9 2,140,01915.1
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前事業年度

(平成19年５月31日)
当事業年度

(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,038,97614.5 2,049,31814.4

　２　資本剰余金

　　(1）資本準備金 1,987,972 1,998,315

　　(2）その他資本剰余金 631 648

　　　　資本剰余金合計 1,988,60414.1 1,998,96414.1

　３　利益剰余金

　　(1）利益準備金 174,905 174,905

　　(2）その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 247 88

　　　　別途積立金 6,400,000 6,850,000

　　　　繰越利益剰余金 1,065,2477,465,494 976,9047,826,993

　　　　　利益剰余金合計 7,640,40054.4 8,001,89956.4

　４　自己株式 △ 55,780△ 0.4 △ 56,676△ 0.4

　　　　　株主資本合計 11,612,20082.6 11,993,50584.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 201,9261.5 63,9470.4

　　　　評価・換算差額等合計 201,9261.5 63,9470.4

　　　純資産合計 11,814,12684.1 12,057,45384.9

　　　負債純資産合計 14,054,233100.0 14,197,472100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年６月１日 
 至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日 
 至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 11,734,113100.0 12,188,037100.0

Ⅱ　売上原価

　　　当期製品製造原価 6,615,65956.4 6,899,27456.6

　　　売上総利益 5,118,45443.6 5,288,76343.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　販売促進費 212,583 227,452

　２　荷造運賃 289,275 247,814

　３　役員報酬 139,680 116,652

　４　給与手当 1,865,944 2,031,897

　５　役員賞与引当金繰入額 27,480 22,110

　６　退職給付引当金繰入額 77,744 52,405

　７　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

41,240 11,145

　８　福利厚生費 370,529 399,669

　９　修繕維持費 31,579 53,159

　10　租税公課 47,526 47,431

　11　減価償却費 78,606 85,124

　12　賃借料 128,305 139,215

　13　その他 623,7353,934,23033.5 583,0944,017,17233.0

　　　営業利益 1,184,22310.1 1,271,59010.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4,156 7,195

　２　有価証券利息 1,103 1,787

　３　受取配当金 10,875 13,367

　４　不動産賃貸料 8,128 9,669

　５　受取受講料 18,658 37,857

　６　投資事業組合投資利益 96,351 ―

　７　その他 29,604168,8771.5 26,383 96,2610.8

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 4,227 2,640

　２　株式交付費 4,704 394

　３　投資事業組合投資損失 ― 101,530

　４　その他 225 9,1560.1 3,167 107,7330.9

　　　経常利益 1,343,94411.5 1,260,11810.3

　

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

64/91



　 前事業年度
(自　平成18年６月１日 
 至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日 
 至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 42,133 23,412

　２　役員生命保険収入 1,135 1,137

　３　貸倒引当金戻入額 1,526 44,7950.3 ― 24,5500.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※１ 3,490 100

　２　固定資産除却損 ※２ 14,202 57,374

　３　投資有価証券評価損 4,337 36,713

　４　貸倒引当金繰入額 ― 4,994

　５　その他の投資評価損 3,005 25,0360.2 ― 99,1820.8

　　　税引前当期純利益 1,363,70311.6 1,185,4859.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

571,094 489,004

　　　法人税等調整額 27,222598,3165.1 26,545515,5494.2

　　　当期純利益 765,3866.5 669,9365.5
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 972,11014.3 955,09913.6

Ⅱ　労務費 2,583,83937.9 2,578,32736.6

Ⅲ　外注加工費 2,332,84334.2 2,416,60734.4

Ⅳ　経費 ※１ 924,33113.6 1,086,30715.4

　　当期総製造費用 6,813,125100.0 7,036,342100.0

　　期首仕掛品たな卸高 715,666 791,566

　　　　　　合計 7,528,791 7,827,908

　　期末仕掛品たな卸高 791,566 790,478

　　他勘定振替高 ※２ 121,565 138,156

　　当期製品製造原価 6,615,659 6,899,274

　

(注) ※１　主な内訳は、次のとおりであります。

科目

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

金額(千円) 金額(千円)

減価償却費 256,164 341,630

賃借料 95,634 114,421

水道光熱費 47,830 50,150

修繕維持費 164,430 214,251

荷造運賃 88,634 98,707

　

※２　他勘定振替高の内容は、販売費及び一般管理費に振り替えたものであり、次のとおりであります。

科目

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

金額(千円) 金額(千円)

販売促進費 96,188 112,067

事務費 15,176 15,057

広告宣伝費 4,502 7,061

その他 5,698 3,970

計 121,565 138,156

　

(原価計算の方法)

前事業年度及び当事業年度の当社の原価計算は、実際個別原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年５月31日
残高(千円)

2,027,5221,976,519 435 174,905 2,3615,700,0001,314,173△ 51,38411,144,533

事業年度中の変動
額

新株の発行 11,453 11,453 22,907

剰余金の配当 △ 316,427 △ 316,427

当期純利益 765,386 765,386

自己株式の取得 △ 4,932△ 4,932

自己株式の処分 195 535 731

特別償却準備金の
取崩

△ 2,114 2,114

別途積立金の積立 700,000△ 700,000

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)
事業年度中の変動
額合計(千円)

11,453 11,453 195 ― △ 2,114700,000△ 248,925△ 4,396467,666

平成19年５月31日
残高(千円)

2,038,9761,987,972 631 174,905 247 6,400,0001,065,247△ 55,78011,612,200

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年５月31日
残高(千円)

272,867272,86711,417,401

事業年度中の変動
額

新株の発行 22,907

剰余金の配当 △ 316,427

当期純利益 765,386

自己株式の取得 △ 4,932

自己株式の処分 731

特別償却準備金の
取崩

―

別途積立金の積立 ―

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△ 70,941△ 70,941△ 70,941

事業年度中の変動
額合計(千円)

△ 70,941△ 70,941396,725

平成19年５月31日
残高(千円)

201,926201,92611,814,126
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当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年５月31日
残高(千円)

2,038,9761,987,972 631 174,905 247 6,400,0001,065,247△ 55,78011,612,200

事業年度中の変動
額

新株の発行 10,342 10,342 20,684

剰余金の配当 △308,437 △308,437

当期純利益 669,936 669,936

自己株式の取得 △998 △998

自己株式の処分 17 102 119

特別償却準備金の
取崩

△158 158 －

別途積立金の積立 450,000△450,000 －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)
事業年度中の変動
額合計(千円)

10,342 10,342 17 － △158 450,000△88,342 △895 381,304

平成20年５月31日
残高(千円)

2,049,3181,998,315 648 174,905 88 6,850,000976,904△56,67611,993,505

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年５月31日
残高(千円)

201,926201,92611,814,126

事業年度中の変動
額

新株の発行 20,684

剰余金の配当 △308,437

当期純利益 669,936

自己株式の取得 △998

自己株式の処分 119

特別償却準備金の
取崩

－

別途積立金の積立 －　

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△137,978△137,978△137,978

事業年度中の変動
額合計(千円)

△137,978△137,978243,326

平成20年５月31日
残高(千円)

63,947 63,94712,057,453
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 

 

 

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への

出資（金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料

　　移動平均法による原価法

(2) 仕掛品

　　個別法による原価法

(3) 貯蔵品

　　最終仕入原価法

(1) 原材料

　　同左

(2) 仕掛品

　　同左

(3) 貯蔵品

　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　建物（建物附属設備は除く）

イ　平成10年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法

ロ　平成10年４月１日から平成19年

３月31日までに取得したもの

旧定額法

ハ　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定額法
 
　建物以外

イ　平成19年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定率法
 
主な耐用年数
建物　　     　     15～50年
機械及び装置　　　　　　10年

(1) 有形固定資産

法人税法に規定する方法と同一の

基準による定率法

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、法人税法に規定する方法

と同一の基準による定額法によって

おります。
 
主な耐用年数
建物　　     　     15～50年
機械及び装置　　　　　　10年

 
（追加情報）
法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。 

(2) 無形固定資産
　　法人税法に規定する方法と同一の基
準による定額法
　ただし、ソフトウェア(自社利用分)
については、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法によって
おります。

(2) 無形固定資産

①　ソフトウェア（自社利用分）
　社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法
②　その他
　法人税法に規定する方法と同一
の基準による定額法

EDINET提出書類

宝印刷株式会社(E00710)

有価証券報告書

69/91



　

項目
前事業年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

４　繰延資産の処理方法
 

　株式交付費
　　支出時に全額費用として処理してお
ります。

（繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い）
　当事業年度から、「繰延資産の会計
処理に関する当面の取扱い」(企業
会計基準委員会平成18年８月11日　
実務対応報告第19号)を適用してお
ります。
　従来の新株発行費は、当事業年度よ
り株式交付費として表示しておりま
す。

　株式交付費
　　支出時に全額費用として処理してお
ります。

 

５　引当金の計上基準
 

(1) 貸倒引当金
　　売上債権その他これに準ずる債権の
貸倒れによる損失に備えるため計上
しております。

(1) 貸倒引当金

　同左

 

　①　一般債権
　貸倒実績率法によっております。

　①　一般債権

　同左

 

　②　貸倒懸念債権等
　財務内容評価法によっておりま
す。

　②　貸倒懸念債権等

　同左

 

(2) 投資損失引当金

　　子会社株式の実質価値の低下による
損失に備えて、純資産価額等を勘案
して必要と認められる額を計上して
おります。

(2) 投資損失引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき当
事業年度に見合う分を計上しており
ます。

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事
業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
　なお、当事業年度末においては、年
金資産見込額が退職給付債務見込額
を超過しているため、超過額を前払
年金費用に計上しております。
　また、数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法によりそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理して
おります。

(4) 退職給付引当金

同左

 

(5) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支給に備えて内規
に基づく期末要支給額を計上してお
ります。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜き方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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　会計方針の変更
　

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日政令第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。

―――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年５月31日)

当事業年度
(平成20年５月31日)

※１　(担保資産)

　　　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

　　　(2) 上記に対応する債務

買掛金 17,168千円

※１　(担保資産)

　　　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

　　　(2) 上記に対応する債務

買掛金 13,867千円

※２　　　　　　　―――――― ※２　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理をしております。なお、当期末日が
金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形
が期末残高に含まれております。

受取手形 8,577千円

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

※１　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

機械及び装置 3,308千円

工具器具及び備品 181千円

計 3,490千円

※１　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車両及び運搬具 100千円

※２　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 937千円

構築物 78千円

機械及び装置 11,237千円

工具器具及び備品 1,949千円

計 14,202千円

※２　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1,075千円

構築物 191千円

機械及び装置 17,683千円

工具器具及び備品 2,606千円

ソフトウェア 35,816千円

計 57,374千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

　自己株式に関する事項
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式

　普通株式（株） 56,191 9,650 630 65,211

合計 56,191 9,650 630 65,211

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加9,650株は、平成18年９月１日付の株式分割による増加5,638株および単元未

満株式の買取による増加4,012株であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少630株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　

当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　自己株式に関する事項
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式

　普通株式（株） 65,211 950 120 66,041

合計 65,211 950 120 66,041

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加950株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　普通株式の自己株式の株式数の減少120株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物
機械
及び装置

工具器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

4,370千円25,032千円32,040千円61,443千円

減価償却
累計額相当額

2,589千円9,152千円23,317千円35,060千円

期末残高
相当額

1,780千円15,879千円8,723千円26,383千円

 

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物
機械
及び装置

工具器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

4,370千円25,032千円4,705千円34,108千円

減価償却
累計額相当額

3,075千円13,433千円1,097千円17,606千円

期末残高
相当額

1,294千円11,598千円3,607千円16,501千円

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,870千円

１年超 17,103千円

合計 27,974千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,822千円

１年超 11,281千円

合計 17,103千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 12,846千円

減価償却費相当額 11,081千円

支払利息相当額 1,407千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,636千円

減価償却費相当額 9,882千円

支払利息相当額 765千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 1,148千円

合計 2,871千円
 

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 2,744千円

１年超 5,852千円

合計 8,596千円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年５月31日現在)及び当事業年度(平成20年５月31日現在)における子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成19年５月31日)
当事業年度

(平成20年５月31日)

繰延税金資産

　役員退職慰労引当金 38,471千円 29,064千円

　未払事業税 21,077千円 19,734千円

　投資有価証券評価損　　　 80,379千円 98,541千円

　その他の投資評価損 11,941千円 7,091千円

　その他 78,432千円 60,567千円

繰延税金資産合計 230,303千円 214,999千円

繰延税金負債

　前払年金費用 △65,715千円 △74,134千円

　未払労働保険料 △13,155千円 △14,779千円

　特別償却準備金 △169千円 △60千円

　その他有価証券評価差額金 △138,532千円 △45,178千円

繰延税金負債合計 △217,573千円 △134,153千円

繰延税金資産又は負債の純額 12,729千円 80,845千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
　

前事業年度
(平成19年５月31日)

当事業年度
(平成20年５月31日)

法定実効税率 40.69％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.24％

　受取配当金等永久に益金に算入されない
  項目

△0.18％

　住民税均等割 0.93％

　その他 1.19％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.87％

法定実効税率 40.69％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.21％

　受取配当金等永久に益金に算入されない
  項目

△0.27％

　住民税均等割 1.10％

　その他 0.76％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.49％
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１株当たり純資産額 920円66銭 936円81銭

１株当たり当期純利益 59円76銭 52円09銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
59円61銭 ―

　当社は、平成18年９月１日付で株式

１株につき1.1株の株式分割を行っ

ております。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における

前事業年度の１株当たり情報の各数

値はそれぞれ以下のとおりでありま

す。

１株当たり純資産額 892円54銭

１株当たり当期純利益 79円61銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

79円27銭

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。
 

　

（注）算定上の基礎

　　１．１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

(平成19年５月31日)

当事業年度末

(平成20年５月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額

(千円)
11,814,126 12,057,453

普通株式に係る純資産額(千円) 11,814,126 12,057,453

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 12,897,468 12,936,793

普通株式の自己株式数(株) 65,211 66,041

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(株)
12,832,257 12,870,752

　
　　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 765,386 669,936

普通株式に係る当期純利益(千円) 765,386 669,936

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 12,806,941 12,861,686

潜在株式調整後の１株当たり当期純
利益の算定に用いた普通株式増加数
（株）
（新株予約権）

 
 
 

32,168

 
 
 

―
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(重要な後発事象）

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

―――――――
 

 

 

 
 

(自己株式の取得)
　当社は、平成20年７月３日開催の取締役会において、会
社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される
同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項
を決議いたしました。
 
１．自己株式の取得を行う理由
　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行で
きるようにするため、自己株式の取得を行うものであり
ます。

 
２．取得の内容

(1)取得する株式の種類普通株式

(2)取得する株式の総数500,000株(上限)

(3)株式取得価額の総額500,000千円(上限)

(4)自己株式取得の期間平成20年８月１日から

平成21年1月30日まで

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券
その他有
価証券

フォスター電機㈱ 56,000 133,840

㈱小森コーポレーション 60,000 123,900

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 145,000 108,750

㈱みずほフィナンシャルグループ
優先株式

100 100,000

日本管財㈱ 31,100 92,833

凸版印刷㈱ 76,000 92,264

平和不動産㈱ 130,000 77,740

㈱ジャステック 91,000 62,790

㈱南都銀行 78,000 52,260

㈱スリー・シー・コンサルティング 400 30,000

その他(75銘柄) ─ 229,983

小計 ─ 1,104,360

計 ─ 1,104,360

　

【債券】

銘柄
券面総額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券
その他有
価証券

㈱日本印刷会館 第１回社債　 5,000 5,000

小計 5,000 5,000

計 5,000 5,000
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【その他】

　

種類及び銘柄
投資口数等
(口)

貸借対照表計上額
(千円)

有価証券
その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券)

野村マネー・マネージメント・
ファンド

201,522,870 201,522 

ダイワマネー・マネジメント・
ファンド

131,407,753 131,407 

小計 332,930,623 332,930 

投資有価証券
その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券)

国際投信投資顧問
　J・エクイティ

30,383,529 18,485 

その他(5銘柄) 　―　 39,290 

(投資事業有限責任組合への出資)

㈱ジャフコ
　ジャフコＶ２―Ｃ号
　投資事業有限責任組合

2 177,778

　ジャフコ・スーパーＶ３－Ａ号
　投資事業有限責任組合

1 98,921

　ジャフコＶ１号
　投資事業有限責任組合

1 77,860

日本ベンチャーキャピタル㈱
　ＮＶＣＣ－６号
　投資事業有限責任組合

1 96,101

ＣＳＫベンチャーキャピタル㈱
　シーエスケイブイシー技術革新成長
　支援ファンド投資事業有限責任組合

1 95,718

その他（20銘柄） ― 459,023

小計 ― 1,063,179

計 ― 1,396,109
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 2,952,05024,748 4,6062,972,1921,841,97874,9581,130,213

　構築物 39,153 － 1,201 37,95232,841 838 5,111

　機械及び装置 2,042,70389,90882,3292,050,2821,519,027132,442531,255

　車両及び運搬具 10,290 － 4,000 6,290 6,038 62 251

　工具器具及び備品 355,57233,96724,330365,208280,72735,06584,481

　土地 3,170,483 － － 3,170,483 － － 3,170,483

有形固定資産計 8,570,253148,625116,4688,602,4103,680,613243,3674,921,797

無形固定資産

　ソフトウェア 699,909501,21669,6421,131,483345,395183,240786,088

　電話加入権 11,511 － － 11,511 － － 11,511

　借地権 500 － － 500 － － 500

　商標権 719 － － 719 292 71 427

　施設利用権 280 － － 280 269 14 10

　特許権 － 737 － 737 61 61 676

　ソフトウェア仮勘定 31,416123,258126,72327,951 － － 27,951

無形固定資産計 744,337625,212196,3661,173,183346,018183,387827,165

長期前払費用 32,350 － － 32,35019,17710,78313,172

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　１　無形固定資産のうち「借地権」「商標権」「施設利用権」「特許権」及び「ソフトウェア仮勘定」につい

ては、貸借対照表上「その他」の科目をもって掲記されております。

　　　２　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置　本社　　サーバー設備等(Ｘエディター・XBRLシステム関係)　　72,016千円

ソフトウェア　本社　　制作設備等(Ｘエディター・XBRLシステム関係)　　　 478,118千円

　　　３　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア　本社　　制作設備等(Ｘシステム関係)　　　 　　　　　　     64,642千円

　　　４　「ソフトウェア」及び「長期前払費用」の前期末残高は、前期末償却済みの残高を控除して記載しておりま

す。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 6,582 8,891 588 2,966 11,919

投資損失引当金 164,000 － － － 164,000

役員賞与引当金 27,480 22,110 27,480 － 22,110

役員退職慰労引当金 94,548 11,145 34,263 － 71,430

(注)　貸倒引当金の当期減少額(その他)の内2,914千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、52千円は債権回収

等による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 4,462

預金の種類

当座預金 254,802

普通預金 876,169

定期預金 1,404,500

郵便預金 2,832

計 2,538,304

合計 2,542,766

　

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

電気興業㈱ 9,023

㈱京三製作所 7,980

アビリット㈱ 3,204

㈱キトー 2,625

㈱アーレスティ 2,467

その他 45,585

合計 70,886

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年６月満期 24,675

　 〃 　７月 〃 7,708

　 〃 　８月 〃 18,967

　 〃 　９月 〃 19,535

合計 70,886
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③　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

ドイチェ・アセット・マネジメント㈱ 39,689

NIKKO BANK (LUXEMBOURG)S.A. 32,938

トヨタ自動車㈱ 30,691

DAIWA SECURITIES SMBC EUROPE LIMITED 29,691

日本電信電話㈱ 18,640

その他 1,700,165

合計 1,851,817

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

1,628,70312,789,00612,565,8931,851,817 87.2 49.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　原材料

　

区分 金額(千円)

用紙 10,988

PS版 420

インキ 280

その他 753

合計 12,442

　

⑤　仕掛品

　

区分 金額(千円)

金融商品取引法関連 267,340

会社法関連 367,970

ＩＲ関連 138,600

その他 16,567

合計 790,478
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⑥　貯蔵品

　

区分 金額(千円)

販売促進用印刷物 14,823

その他 14,477

合計 29,300

　

⑦　買掛金

　

相手先 金額(千円)

丸大紙業㈱ 49,115

㈱竹尾 47,717

㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス 42,786

㈱スリー・シー・コンサルティング 35,242

㈱文祥堂洋紙店 28,534

その他 439,487

合計 642,883

　

⑧　未払費用

　

区分 金額(千円)

未払賞与 406,221

未払社会保険料 125,015

未払残業代 106,799

未払人材派遣料 121,518

その他 146,700

合計 906,255

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録

　　登録手数料
喪失申出件数１件につき8,600円
喪失登録株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

　　買増受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむ得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　　http://www.takara-print.co.jp/

株主に対する特典

毎年５月31日現在における所有株数に応じて次のとおり実施いたします。
1)　100株以上2,000株未満
　　1,500円コースの選べるギフトを贈呈
2)　2,000株以上
　　3,000円コースの選べるギフトを贈呈

(注)　当会社の株主は、定款の定めによりその有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使すること

ができません。

(１)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２)　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(３)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(４)　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第70期(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)平成19年８月23日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年９月３日関東財務局長

に提出

(3) 半期報告書

事業年度　第71期中(自　平成19年６月１日　至　平成19年11月30日)平成20年２月13日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年８月23日

宝印刷株式会社

取締役会　御中

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　松　　藤　　雅　　明　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる宝印刷株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、宝印刷株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 (注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年８月18日

宝印刷株式会社

取締役会　御中

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

業務執行社員 公認会計士　　芦　　澤　　卓　　弥　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている宝印刷株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、宝印刷株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 (注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年８月23日

宝印刷株式会社

取締役会　御中

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　松　　藤　　雅　　明　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる宝印刷株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、宝印刷株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 (注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年８月18日

宝印刷株式会社

取締役会　御中

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

業務執行社員 公認会計士　　芦　　澤　　卓　　弥　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている宝印刷株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第71期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、宝印刷株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 (注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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